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第�� 水産業被害への対応 

第１� 水産業関�対策 

� ���の���水産業に�いて 

宮城県は，前面に広がる豊かな漁場と沖合遠洋漁場から集積される多種多様な水産物を活用し，

全国屈指の水産県として発展してきた。牡鹿半島以北では，採介藻漁業や漁船漁業とともに，カ

キやワカメ，ホタテガイ等の養殖業が盛んに行われていた。一方，牡鹿半島以南の仙台湾におい

ては，小型底びき網漁業や刺網漁業等の漁船漁業，ノリ養殖業等が盛んに行われていた。 

  平成 22 年の本県の海面漁業・養殖業生産量は約 35 万ｔ，生産額は約 777 億円となっていた。 

 

２ ��対応 

農林水産部水産業振興課では，地震発生後，テレビ等での情報収集を行うとともに，職員の安

否確認をはじめとして全職員が手分けして，地方機関及び水産関係機関の被害状況把握に努めた。

しかし，大規模停電等により通信手段（電話）が遮断されたことから，インターネットのニュー

ス情報や安否確認情報サイト，ラジオでの呼びかけや電子メールでの確認作業を行ったが，把握

するのが困難な状況であった。 
発災から１か月間は 24 時間体制で関係機関等の被害状況把握に努めるとともに，他機関からの

問合せにあたった。また，各種情報を共有するため，毎日定時（午後４時）に関係者（分田毎に

定めたリーダー）が集まり，集計された現地情報や被害状況の確認を行うとともに，今後のスケ

ジュール等を確認しながら対応や作業を進めていった。 
宮城県が所有する漁業取締船「うみわし」と「うみたか」は両船とも週休日にあたっていたこ

とから停泊港に係留中で，乗組員も全員週休日であったが，「うみたか」の状況確認へ向った職

員一人が安否不明となっていた。平成 23 年３月 24 日石巻市門脇地内で遺体が発見され，翌日親

族が職員本人であることを確認し，震災当日に津波の被害に遭い，亡くなったことが後日確認さ

れた。また，「うみわし」の乗組員２人（航海士，機関士）は津波が押し寄せてきた午後３時 30

分頃，沖への避難を試み両舷機前進にて緊急出港をしようとしたが，津波の勢いで前進出来ない

状態となった。第１波の引き波と第２波の津波により港内貯木場の鋼管製支柱に船首方向から突

き刺さり停船，船尾甲板上に津波が押し寄せたが浮上し，貯木場内に押し流され補機関も停止し

操縦等も不可能となった。イーパブ1 取り外し電波を発射し無線でも救助を要請するも応答なし

であった。第３波の引き波により再度沖側に流されるも海底の瓦礫により貯木場内に留まり再度

船が着底した。海水がほぼ引いたのを見計らって，船を脱出し海底を徒歩にて移動し岸壁をよじ

登った所で第４波の津波が迫っていたが急いで高台に避難して難を逃れた。 
船舶職員の地震発生直後の配備体制は，週休日であるか否かにかかわらず，乗組員全員が配備

につき，状況に応じて沖合に避難させるとともに，流された船舶等の救助活動を行うことになっ

ていた。しかしながら，災害発生時には職員の身の安全確保が最も重要であることから，配備体

制の見直しについて検討を行い，漁業取締船職員の災害時（津波警報等発令）体制について「漁

業取締船職員の津波対策マニュアル」を新たに定め，職員の生命の安全確保について明確にした。 
               

                                                   
1 イーパブとは，衛星非常用位置指示無線標識というのが正式名称。事故で船が遭難沈没するとき，このイーパブのスイッチを

オンにすると，救難信号を発射し（約２４時間）瞬時に衛星がキャッチして海上保安庁の基地局に通報され，正確な位置と船名

がわかる無線通報装置。 
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� ���の�����業 

発災直後から水産業関係者・関係機関の被災状況確認を地方機関と連携して実施した結果，連

絡の取れなかった関係者の新たな連絡先等を入手し，職員間で共有することにより以後の連絡調

整に活用した。 
 

� ����の対応 

震災後の各種相談に対応するため，相談窓口を設け，共通の情報を共有して対応にあたった。 
土日も含めて平成 23 年７月末まで職員が交代で関係者からの相談業務にあたり，被災者の支援を

全職員で行った。 

 
 

　　　　　　　　　　　　　Ｈ２３．３．２２　水産業振興課

�県ホームページ掲載の相談窓口� 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（受付時間　平日　午前８時３０分～午後５時１５分まで）

　　　相　　　　　談　　　　　内　　　　　容 　　　担　　　　　当　　　　　課 　　担　　　当　　　班 　　電　話　番　号

漁業被害に関する相談 水産業振興課 企画推進班 ２１１－２９３５

制度資金・融資に関する相談（農林水産） 農林水産経営支援課 金融班 ２１１－２７５６

漁港施設被害に関する相談 水産業基盤整備課 漁港漁場整備課 ２１１－２９４２

�相談に関する対応��ー�

漁業被害に関する相談 養殖業に関する相談

（水産業振興　企画推進班　２９３５） 　（水産業基盤整備課　養殖振興班　２９４３）

制度資金・融資に関する相談 漁船漁業に関する相談

（農林水産経営支援課　金融班　２７５６） 　（水産業振興課　漁業調整班　２９３２）

漁港施設被害に関する相談 水産加工に関する相談

（水産業基盤整備課　漁港漁場整備班　２９４２） 　（水産業振興課　流通加工班　２９３１）

�　対　応　�

・回答については，県ホームページ掲載の相談窓口課・班が対応するが，必要に応じて関係班に対応を依頼する場合がある。

・回答は，相談Ｑ＆Ａに基づき行う。（水産業振興課，農林水産経営支援課，水産業基盤整備課共通）

※なお，現時点では具体的な支援内容が確定していないことから，その点を考慮して回答を行う。

平�２３������平���に関する��相談窓口のお�ら�
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� ���対応������ 

震災後は様々な支援が求められた状況の中，限られたマンパワーの下で二次災害防止や支援物

資受入船の航路確保等の対応を特に優先して取り組んだ。 

 

 
６ ��の����業 

発災から１ヶ月が過ぎ，発災直後の混乱も多少は落ち着きつつある中，水産業の復旧・復興に

向けた具体的な検討をしていかなければならない時期となり，水産業関連の地方関係機関との情

報共有化を図るため情報提供をすることとしたが，従前のような通信手段が確保されていないこ

とから FAX による提供を実施した。 

タイトルは「水産業復旧・復興に向けた対応状況」とし，第１報を４月 12 日から発行し，第１

報については次に示した内容で作成を行った。以後，地方機関の通信手段が確保されるまで６月

１日の第 23 報まで継続して情報提供を実施し，情報の共有化に努めるとともに，様々な対応に共

通認識もって関係職員全員で取り組んだ。 
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情報共有のため作成した資料の内容は下記のとおりであった。
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� 水産業��被害� 

発災後から継続して被害額調査を取りまとめ，関係機関への情報提供を実施した。 

被害状況・被害額の調査が進むにつれ深刻な被害が発生していることが確認された。 

東日本大震災で発生した津波は，石巻市鮎川で 7.7ｍ，仙台港で 7.2ｍ（平成 24 年４月５日気

象庁発表）に達し，その結果，県土の 4.5％にあたる 327k ㎡が浸水した。 

人的な被害では漁業関係者の多くが死亡・行方不明となり，その尊い人命が失われた。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
         

 
 
漁船被害額算定にあたっては，被災から約２週間後に各漁協及び支所に被災を免れた船の隻数

を聞き取り，この値を被災前の漁船登録隻数から差し引くことで被災隻数を算定(トン数階層別に

一般的な漁船価格を聞き取りして，被害隻数を乗じて漁船被害額を算定。）した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
その結果，沿岸の全 14 市町で，漁港や漁船，養殖施設はもとより，流通加工などの関連産業が

甚大な被害を受け，水産業関連被害額（県施設を除く）は，約 6,804 億円であった。内容につい

ては次ページのとおりである。 

 

写真 被災した産地魚市場 

写真 津波により陸揚げされた漁船 
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＜被 害 額＞ 
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� 水産������の�� 

宮城県の水産試験研究機関は，内水面水産試験場を除く４か所（水産技術総合センター・同セ

ンター気仙沼水産試験場・同センター養殖生産部種苗生産担当及び水産加工開発部）及び漁業調

査船３隻（新宮城丸・拓洋丸・蒼洋）が被災し研究機能を失った。研究機関の拠点施設である水

産技術総合センター本所については，水産業の復興に向けた調査研究体制の確立のため早急に現

状復旧する必要があり４月に工事着手したが，被害が甚大であったことから復旧に約８か月要し

た。水産技術総合センター本所以外の水産試験研究施設は壊滅的な被害であったことから全て解

体撤去することになった。                                     

 
    津波の被災を受けた水産技術総合センター事務室内部及び車庫 

水産技術総合センター被害金額 2,174,569,535 円（重要物品含む） 

敷地面積 約 23,443 ㎡ 

建物 約 5,946 ㎡ 

 

         津波の被災を受けた水産加工開発部の建物               

水産加工開発部被害金額 593,718,837 円（重要物品含む） 

敷地面積 約 3,246 ㎡ 

建物 約 1,211 ㎡ 
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津波の被災を受けた養殖生産部種苗生産担当の施設 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
養殖生産部種苗生産担当被害金額 2,675,667,170 円（重要物品含む） 

敷地面積 約 36,211 ㎡ 

建物 約 7,064 ㎡ 

 
津波の被災を受けた気仙沼水産試験場の施設 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
気仙沼水産試験場被害金額 170,544,105 円（重要物品含む） 

敷地面積 約 4,106 ㎡ 

建物 約 1,410 ㎡ 

津波の被災を受けた漁業調査指導船 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

拓洋丸 120t                  蒼洋 19t
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� ��水産���対応 

東日本大震災後に冷凍冷蔵施設に保管されていた水産物については，３月 27 日に気仙沼市と石

巻市の関係者から，冷凍冷蔵機能の喪失により大量の冷凍水産物が溶け出しており，今後腐敗の

進行に伴い悪臭の発生など公衆衛生面において早急に対応する必要があるとの要望が寄せられ

た。しかし，被災した冷凍冷蔵施設の数や位置，被災の状況や貯蔵量，道路状況など被災地周辺

の情報が不明であったため，過去の統計データ等を解析したところ，電力復旧が早かった塩竈市

を除いた気仙沼市，石巻市，女川町３地区の在庫量は，約５万から６万ｔと想定された。 

  やがて腐敗した水産物は近隣地域に悪臭を放しだすとともに，大量の害虫が発生する原因とも

なり，このまま放置すれば住民への健康被害に発展する危険性が高まったため，緊急的に廃棄処

分作業を実施しなければならない状況となった。 

震災廃棄物は一般廃棄物として市町村が処分にあたることとなっているが，当時，市町村は行

方不明者の捜索や被災者支援に人手が取られ，廃棄物対策に対応できる余裕がなかった。特に処

分量が大量な上，ゴミ焼却施設が被災を受けたために対応が厳しかった石巻市，気仙沼市，女川

町については，それぞれの首長から県に対して支援要請があったことから，県が業務を受託する

契約を取り交わした上で，県が市町に代わって処分を実施することとなった。 

処分方法について，環境生活部廃棄物対策課と協議したところ，想定された焼却処分，埋立処

分ともに県内の被災状況から不可能と判断されたため，国際条約で原則禁止されている海洋投入

の可能性について検討することとした。そのため，日中は在庫量や被災地の情報収集にあたり，

夕方から内閣府，環境省，国土交通省，農林水産省，水産庁，海上保安庁など，庁内に設置され

ていた政府現地対策本部と処分方法等についての検討会議が連日続いた。この検討会議では，ま

ず海洋投棄は有り得ないという考え方が前提とされていたため，下記に示す複数の処分法につい

て一つひとつ可能性を消去していき，最終的に海洋投棄しか処分方法が無いという結論に至るま

での調整に苦労した。 

［不可能であった処分法］ 

○ 焼却処分：施設が被災したため，処分不可能。 

○ 埋立処分：県内の県有地等公共用地は土葬に使用される等で用地の確保が不可能。 

連日の検討会議による協議の結果，４月１日には，海洋汚染防止法の特例による産業廃棄物（動

植物性残さ，摩砕したもの。ビニール等による梱包水産物は不可）の海洋投入とすることとし，

同日付で国に対し知事名により申請を行った。 

申請に当たっては，搬出する冷凍冷蔵施設の所在地の確認や関係資料の作成とともに，平行し

て，許可後直ぐに対応できるよう搬出運搬作業や海洋投入処分作業に対応できる業者の選定，運

搬船の手配等にあたった。４月３日の宮城県災害対策本部会議で処理方針を報告し，関係機関へ

の協力を依頼した。 

この結果，県が関係機関の了解を得て国際条約で原則禁止されている海洋投入により緊急に処

分を実施し，海洋投入できないものについては，県外での埋め立て処分を行うこととし，４月７

日の告示により海洋投入が正式に認められた。 

４月８日から作業に着手し，４月 11 日には第１船が気仙沼より約 90 ㎞東方沖の海上にて最初

の海洋投入処分を実施した。 

なお，搬出作業開始直後は運搬経路の瓦礫堆積により作業がはかどらなかったが，自衛隊によ

る災害廃棄物撤去（啓開）作業により搬出ルートが確保され，その後は作業効率が大幅に向上し

た。また，政府現地対策本部には，毎日，その日の処分量及び累計量を報告した。 

冷凍冷蔵施設に保管されていた魚介類の処分対応は，海洋投入のほか，海洋投入できない梱包

水産物は山形県の産業廃棄物処分場に埋立処分することとし，４月 25 日から搬出を開始した。 

  その結果，石巻地区（女川含む）は６月 24 日，気仙沼は７月１日までにすべて処理が終了した。 
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処理の総量は，両地区を合わせて海洋投入 5.3 万ｔ，埋立処分 1.9 万ｔ，合計で 7.2 万ｔとなっ

た。 

水産物を処分するに当たり，段ボールやビニール等，包装資材の仕分け作業に従事した失業者

等の総人数は，気仙沼地区で延べ約５千８百人，石巻・女川地区で延べ約１万４千８百人，合わ

せて延べ約２万６百人となった。 

  本業務の県の対応としては，水産業振興課内に職員３名からなる担当チームを設置し，海洋投

入処分にかかる事前相談から，事業完了（委託業者への支払）までの期間中は専属に当たり，現

地作業の進行確認及び指導業務に気仙沼・東部地方振興事務所水産漁港部の職員がそれぞれあた

った。また，各処分作業の委託業務契約に向けた設計書作成は，部内農村振興課及び水産業基盤

整備課の技術職員が支援にあたった。 

 
 

・有機物であること
・油が出ないこと
・磨砕されていること
・船からの投入，50海里以遠の海域

１．優先度の設定

検討項目 ①腐敗がひどいかどうか？
②処分がしやすい（アクセス，運搬，処理）か？
③住人への影響が大きいか？

①腐敗ひどい

②処分容易
③影響大

１
２

３

２

４

５

３．処理方法の決定

４．処理における課題

（１）搬出に関する課題
（２）処理場での課題

①冷凍庫までのアクセス

③冷凍からの搬出

不可能 → 瓦礫撤去 → 事業者 or 自衛隊（県からの要請）
量：道路幅×ｍ ○敷地内の瓦礫撤去は

誰がかたづけるか？
何でかたづけるか？

不可能 → 穴を開ける → 何で空けるか？
誰が空けるか？→事業者

◆所有者の同意、所有者に連絡が付かない場合は？

どうやって出すか？ → フォーク or 人海戦術？
誰が出すか？ → 事業者

どうやって積むか？ → 重機 or グレーダー or
フォーク or ベルトコンベア？

④処分場（漁港及び埋設場）

までの運搬
何で運ぶか？ → トラック or ダンプの確保 → 各種団体？

→スカイタンクの調達？ （何台調達できるか）
⑤土運船への積み込み

埋設地への積み卸し 何を使うか？ → クレーン or 人海戦術
or ダンプから直接

現
場
監
督
（コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
）
の
設
置

→

産
廃
協
会
？

１）海洋投入

２）地中へ一時保管

①申請者の決定 県 or 市町
市町への確認手続き

②運搬船の確保・船舶の種類は？
→有機性残渣運搬船

or 土運船
大きさ，入港できるか？
隻数は？
登録済みか→ 海保

①土地の確保
（水源，住民，アクセスを考慮）

②どのくらいの削掘が可能か？
③申請
④埋設条件 ・ブルーシート等が必要か？
⑤削掘作業 ・誰が？

・何で？

庫内物

バラ魚

海洋投入

加工品

地中に一時保管

混合
仕分け 可能

バラ魚

加工品

不可能 地中に一時保管

仕分け方法
人海戦術

or その他

②庫内物の仕分け

上記

２．処理方法の前提

（２）海洋投入の基準

バラ魚のみ
対象

（３）地中に一時保管
その他加工品
（段ボール，発泡箱，ビニール袋入り等）

（４）（２）と（３）の処理量の確定

（１）想定される処理方法と課題

①焼却・・・県内処理能力不足。他県を含めて受入
可能性について照会中。

②地中に一時保管･･･処理場所の確保に課題
③緊急海洋投入

作業スキーム 
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漁港岸壁

冷蔵庫からダンプで運搬

①陸上一次仮置き場

③運搬用
ガット船

（1,000tクラス）

④指定海域で排出
（所要３時間）

往復約１３時間

②ストック用
バージ船
（1,000tクラス）

およそ全長６０ｍ
全幅１５ｍ
深さ４ｍ

海洋投入作業イメージ図 
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�� 支援物資調整 

（１）国及び民間（漁業関係業界）による船舶による支援物資受入に関する調整 

下記のとおり受入の調整を実施した。 

 
    
  
 
（２）寄付漁船等に係る受入調整 

自治体（三重県等），寄付予定者，受入窓口（漁協等）と連携しながらマッチングを図った

結果，約 100 隻が県内漁業者に寄付された。 
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水産業振興課では３月 30 日に水産関係機関連絡調整会議を開催し，地区（浜，漁港）ごとに実

施する共通のヒアリング項目を次のとおり確認し調査を開始することとなった。 

  ○ 漁業再開を希望している漁業者と漁業種目，再開時期 

  ○ 残存している施設，種苗（種ガキ等） 
  ○ 養殖漁場の再生（障害物除去，海底清掃等）箇所（要望） 
  ○ 残存している漁船，今後必要な漁船（時期） 
  ○ 残存している共同利用施設（カキ処理場等），個人施設（ノリ乾燥機等） 
  ○ 今後必要な施設（時期） 
  ○ 経営形態（協業化，共同作業等） 
  ○ 経営的支援（漁業再開に必要な資金の手立て等）の要望 
  ○ 利用を希望する漁港（集約化，拠点化の必要を理解してもらう） 
  ○ 当面使用に当たっての障害の有無 

○ 住居の状況，被災した場合は今後の居住予定地（要望） 

 
以上の調査結果で得られた情報は，以後の国への要望活動や支援施策等へ反映し早期復旧に向

けて取り組んだ。 
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�� 魚市場の���� 

県内主要魚市場は，国の一次補正予算「水産業共同利用施設復旧支援事業」の対象を魚市場関

連施設に絞って優先的に実施されたこと，また，それぞれの産地主要取扱魚の水揚げ時までには

機能を回復させたいとの目標を掲げ，県，市，地元業界が一丸となり水揚げ機能の応急復旧に取

り組んだ結果，塩釜魚市場が震災後おおむね１ヶ月後の４月 14 日から再開，気仙沼魚市場６月

23 日，女川魚市場７月１日，志津川魚市場７月４日，石巻魚市場７月 12 日にそれぞれ再開する

ことができた。 

 
                                                

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                

 
 
 
 
 
 
 
 
 

           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
           

写真 気仙沼魚市場で行われた「かつお初水揚げ式」 

写真 被災後の主要魚市場

��げ�れた水揚げ�� 
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国の水産業関連災害復旧・復興支援事業が決定され次第，その事業内容の関係機関，関係者へ

の説明や調整を行い，被災を受けた水産業の早期再開に向けて復興・復旧への支援を行った。 
 
（１）水産庁の第１次補正予算内容 
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（２）各種補助制度の活用支援について 

   被災した漁業協同組合・水産加工業協同組合などが所有する水産業関連施設の復旧等に必要

な事業を活用できるよう，申請書類作成等支援を実施し，被災者等が各種補助制度を活用でき

るよう指導・支援を実施した。 

主な復旧・復興支援策の種類としては以下のとおりとなっている。 

 

ア 水産業共同利用施設復旧支援事業（水産庁） 

    被災した漁協・水産加工業協同組合などが水産業共同利用施設（荷さばき施設，加工処理

施設，冷凍冷蔵施設，製氷冷凍施設など）の早期復旧に必要不可欠な機器等の整備に要する

経費を支援する事業。 

 

イ 水産業共同利用施設復旧整備事業（水産庁） 

    被災した漁協・水産加工業協同組合等の水産業共同利用施設（荷さばき施設，加工処理施

設，冷凍冷蔵施設，製氷冷凍施設，給油施設等）のうち，衛生機能の高度化等を図る施設等

の整備に要する経費を支援する事業。 

 

ウ 中小企業等グループの施設復旧・整備への支援（グループ補助金：中小企業庁） 

  被災地域の中小企業等のグループが関係施設の復旧・整備を行う際に支援する事業。 

  （水産業振興課では水産業関係グループを担当） 

 

オ 加工原料等の安定確保取組支援（水産庁） 

地域の漁港において漁業・水揚げが本格的に再開されるまでの当面の間，緊急的に漁業協

同組合等が遠隔地から加工原料を確保する際等に生ずる運搬経費等の掛かり増し経費の一

部を支援する事業。 

 

カ 沿岸漁業復興支援施設整備事業（復興基金事業） 

    沿岸漁業の早期復旧を図るためには，小型漁船（船外機等）の修理等が必要不可欠である

が，造船所も被害を受けていることから漁船の修理に時間を要していた。 
国では，中小企業庁において支援事業の対象となっているのは規模の大きい造船所で，小

さな造船所等は支援を受けられていない状況であった。 

     このことから，県では独自に中小造船事業者等グループ施設等復旧整備補助事業を実施し

た。 

 

 事  業  規  模  等 

対

象

者 

国土交通大臣に対し届出をし

ている造船業者。 

（届出造船所） 

２０トン未満１５ｍ未満のＦＲ

Ｐ製漁船を製造・修繕する業者。

中小規模の造船業に関連す

る電気，資材，鉄工，機器な

どの業者。 

要 

 

件 

・沿岸地域経済への貢献度が高く，沿岸漁業にとって需要な役割を果たしていること。 

・大震災により施設に甚大な被害が生じており，造船所の機能に支障を期待していること。 

・中小企業庁が実施する支援事業を受けていないこと。 

 

以上の主な復旧・復興支援事業について，平成 24 年３月末まで完了しなかった事業につ

いては４月以降も引き続き事業が進められるよう支援を継続している。 
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漂流船対応について海上保安庁宮城海上保安部・国土交通省東北地方整備局・関係県・宮城県

漁業協同組合との連絡調整を震災後から随時実施した。 

海上保安庁による生存者捜索活動に伴い 506 隻の漂流船舶が確認され，うち 15 隻の宮城県登録

漁船が石巻工業港及び小名浜港に回収された。 

水産業振興課では，回収された船舶を管理する国土交通省東北地方整備局塩釜港湾・空港整備

事務所から情報提供を受け，漁船登録情報を参照して，所有者所属漁業協同組合に回収船情報を

速報する情報連絡体制を構築して，所有者への漁船の返還を推進した。また，北海道から千葉県

に至る太平洋沿岸道県と相互に情報交換し，他道県に流出した船舶についても，所属漁業協同組

合への連絡体制を構築し漁船の返還を推進した。 

その結果，６月 21 日には，６隻の漁船を所有者に返還できた。 
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津波により陸上に打ち上げられた漁船の処理が大きな問題となったが，陸揚げ関係省庁・環境

生活部廃棄物対策課・漁船保険組合と断続的に連絡調整し，その対応に必要な経費について精査

を行い補正予算要求に向けて作業準備を行った。 

４月 11 日から５月 18 日にかけて，県内の津波浸水区域全域を対象に打ち上げられた船舶の調

査を６チーム，１班２から３人体制で悉皆調査を実施し，被害の現状を把握した。その結果，3,768

隻の被災船舶を確認した。同時に，登録番号を確認できた船舶については，国土交通省，関係都

道府県及び日本小型船舶検査機構に登録情報を照会し，所有者に関する情報を収集した。 

調査の結果得られた 3,768 隻の被災現場情報とともに，船舶登録情報を総合してデータベース

を構築し，沿岸市町及び関係機関に提供することで，自治体及び道路・港湾等の施設管理者によ

る被災船舶処理業務を支援した。 

所有者が自己責任で撤去する船舶については，宮城県漁船保険組合と定期的に情報交換し，処

理対象船舶の調整を行った。 

船舶の処理を行うのが困難な自治体沿岸市町全体 15 のうち８市町については，地方自治法に基

づく事務委託により，県が船舶の処理を代行し，仮置場へ撤去した後の船舶の処分については，

廃棄物対策課と調整した。 
 

 

 

 

写真 打ち上げられた船舶 
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調査経路はPASCO制作の推定浸水区域図を基に，浸水区域内をブロックに分け悉皆調査。

調査結果は，所定のシートに現場で記入。

調 査 の 流 れ

調査期間：平成２３年４月１２日から５日２０日（予定）

調査体制：４月中：北，中，南部に分け各２班 計６班体制
５月中：中部３班，南部２班，計５班体制

住宅地図に打上船舶の位置を

プロットする。

�����

打 � 上 げ 漁 船 等 確 認 調 査 � � ー �

調査結果は，データベース化する。

現場調査

北部：H12, I12, J12
中部：J11, J12, K12, L12, K11

南部：K11, L11, K10, L10, M10 

各班毎に�定する。

※J12 は南三陸町が北部担当，
石巻市は中部担当

K11は石巻市が中部担当，
東松島市は南部担当

�区分�

毎朝，班長を中心に打合せを実施，当日の調査の体制等を確認。

調査項目は，
・陸揚げ場所の位置
・場所の所有者確認

（私有地・公有地）
・船質（ＦＲＰ，鉄等）
・トン数
・漁船番号，船舶番号
・破損状況
・写 真
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◎東部水漁部職員 １名
新宮城丸職員 ２名

中部第１班

○新宮城丸職員 ２名
拓洋丸職員 １名

中部第２班

◎仙台水漁部 １名
新宮城丸職員 １名
取締船職員 １名

南部第１班

○新宮城丸職員 ２名
取締船職員 １名

南部第２班

調査区域 ： 別紙 ブロック図 参照

作業内容 ： 漁船状況確認，調査票記入等 → 水漁部職員，船舶職員

携行品 ： １．打上漁船等現地調査シート
２．打上漁船等位置図（プロット用所定用紙）
３．推定浸水区域図
４．道路地図，住宅地図（移動用）
５．デジタルカメラ，双眼鏡
６．その他（長靴，ヘルメット等）

※ 班編制について
各班の配置については下記のとおり。
各班に班長（◎）と副班長（○）を定める。

緊急時の場合は，水産業振興課（022-211-2935），または各班と
連絡をとる

集合場所：ＪＦ宮城

連絡先 ：090-4549-6942

集合場所：仙台水産漁港部

連絡先 ：022-366-1231 

調 査 班� 制（ � � ２ ３� ５ � ２ �� � ）

調査班 ： 中部３班，南部２班，計５班

○新宮城丸職員 ２名
拓洋丸職員 １名

中部第３班
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津波により打ち上げられた船舶の実態調査の結果について（平成２３年６月２日） 

 

１ 調査概要 

  津波により陸上に打ち上げられている船舶の処理を効率的に進めるため，津波被害のあった県

内の浸水区域全域を対象に，打ち上げられた場所，所有者等を把握する悉皆調査を４月 11 日から

実施し，3,768 隻の船舶を確認した。 

これらの情報は市町等にも提供しており，船舶の処理業務に活用することとしている。 

２ 調査結果 

（１）確認隻数 

 

 

 

 

 

 

  

          

 

 

 

（２）トン数階層 

※ 海岸，公園等 

（３）船舶の種類 

（５）所有者特定の可否 （４）船舶の確認場所（土地の種類） 

91.3 

4.3 1.3 3.1 
0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 %

49.5 

18.7 

31.8 

0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

漁船 漁船以外 不明

%

漁����
30.6%

��地
21.7%

�地
12.9%

�川

8.8%

��
6.3%

�地

4.9%

���
14.8% 63.7 

36.3 

0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

可能 不可能

%

地��� ��地� ����

気仙沼地方振興事務所管内 気仙沼市，南三陸町 1,427
東部地方振興事務所管内 石巻市，女川町 900
仙台地方振興事務所管内 東松島市～山元町 1,441

3,768��
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�� ���から船舶の�������������� 

本県所有の船舶が全て被災し使用できな

い状況に鑑みて，他機関から支援を受けた。 

 秋田県からは津波により被害を被った沿岸

部や離島の被害，漁場の状況，或いは支援な

どを目的に，漁業取締船第二さむかぜ（総ト

ン数3.94ｔ）を平成23年３月31日から無償貸

与の支援を受けた。貸与された当該船舶は早

速，陸上からは確認できない沿岸海域等の被

害状況確認にいかすことができた。 

 

 

 

31.0 

47.8 

18.2 

3.0 
0.0 
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（６）船舶の再利用の可否 

② 所有者特定が不可能である。  ① 所有者特定が可能である。 

写真 打ち上げられた船舶

写真 秋田県漁業取締船第二さむかぜ
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また，水産庁の仲介により，鳥取県の

共和水産（株）からグループ会社である

東海漁業(株)所有の旋網漁船搭載艇「第 

八十八光洋丸１号船9.1トン」の無償提

供の支援を受けた。 

提供されたこの船舶は三保造船で整 

備（魚群探知機装備）され，回航につい

ては青森県の（株）福島漁業の協力を得

て，同社が所有する旋網船ソウホウ丸に

搭載してもらい，平成23年４月15日石巻

漁港に到着した。なお，装備された魚群

探知機は古野電気（株）より支援を受け

た。当該船舶は早速，被害状況等確認に

いかされた。 
 

�� 復興計画素案作業 

（１）復興基本方針素案の策定と同計画素案の検討・作成 

基本方針策定・素案に対する業界意見聴取と内容調整，計画内容の骨子づくり，検討体制づ

くり，漁船漁業・養殖業の早期再開に係るロードマップ案作成，沿岸漁業経営モデルの検討を

行った。 
 

（２）宮城県震災復興基本方針案及び同計画案の検討・作成 

○ 震災復興基本方針ワーキングチームの一員として，水産分野の基本方針案，復興計画案の

策定を行った。 
○ 壊滅的な被害を受けた沿岸漁船漁業及び養殖業の早期再開に向けたロードマップ案を作成

し，県として当面実施すべき復旧・復興支援の方向性を検討した。 
○  水産分野の復興方針の大きな柱とした「強い経営体づくり，新たな経営組織の導入」のた

め，主要な養殖種ごとの沿岸漁業経営モデル案を作成した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

写真 第八十八光洋丸１号船 
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�� 被災した取締船����の����������� 

漁業取締船の２隻は，奇跡的に沈没は免れたが，津波により，宮城県が所有する漁業取締船

「うみわし」が石巻港付近の民間会社敷地内に，「うみたか」が石巻工業港潮見埠頭に打ち上げ

られた。２隻は漁船保険に加入していたため，宮城県漁船保険組合に連絡し，調査を受けたとこ

ろ，保険金で打ち上げ場所からの救助及び修繕が可能と判断されたので，打ち上げられた土地の

所有者と作業工程について調整の上，４月７日に「うみたか」，５月 27・28 日に「うみわし」を

撤去し，県内のドックに搬入して修繕工事を行った。「うみたか」は，修繕完了まで４か月を要

したが，８月 17 日に取締・監視活動に復帰している。「うみわし」は，損傷が大きかったことか

ら修繕が完了したのは 10 月末になった。その間，監視活動が手薄になっていたことから密漁が横

行している情報が寄せられていたものの，各密漁監視所・監視船や他の取締機関も被災し対応が

できなかった期間が発生した。漁業取締船の従来からの係留箇所（石巻市潮見埠頭）が被災した

ことにより新たに係留箇所を探したが，管理上の問題や地盤沈下等の影響により適地が見つから

ず，暫定的に塩竈市の仙台地方振興事務所水産漁港部近くの岸壁へ係留し漁業取締への対応を行

った。 
 

打

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           写真 打ち上げられた「うみわし」と「うみたか」                

  
女川町に設置していた漁業取締船待機所と倉庫が津波により土台だけを残して全て流失した。

従来の土地は水産加工場等用地となることから新たな漁業取締船待機所再建候補地を探さなけれ

ばならなかった。倉庫については検挙証拠物件等を保管するために早急に設けることが必要であ

ったことから，震災後の停泊港近くの仙台地方振興事務所水産漁港部敷地内に応急的な物置を設

置して対応した。                     
 
            
 
 
 
 
 
 
 
 

残

          写真 被災を受け土台だけが残った漁業取締船待機所 
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�� 被��業���の対応  

漁業指導船「新宮城丸」450 トンは石巻湾で係留中に津波の被災を受け沈没したことから，修

繕不可能となり廃船となった。船の乗組員は他の調査船等へ乗船し，海底状況（ガレキ等）ソナ

ー調査，漁業養殖業再開のための海域の環境調査等を実施し関係機関への情報提供支援等を行っ

た。被害金額 319,588,000 円 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
     
 
 
 

   写真 沈没した新宮城丸 

       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
          写真 サルベージにより陸揚げされた新宮城丸 

 
平成 23 年４月中旬から解体に向けて作業を着手した。海底調査・掘削後の５月中旬にサルベー

ジにより船体を吊り上げ，近くの造船所敷地に陸揚げを行った。その後船内の書類等の確認・回

収を行った後，順次解体処分を行ったが，調査船の機能の一部である冷媒施設の冷凍・冷蔵施設

の解体では法律の規制手続きに時間を要したこともあり，解体作業が全て完了したのは７月８日

であった。 
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�� 漁業無線局（漁業無線局被災���無線業���のた�の��） 

震災により，本県漁業無線局の核となる石巻市の通信所は施設被害，機器被害を受け機能を停

止し，併せて受信所及び送信所も施設被害を受け復旧は困難となった。被害金額 422,338,000 円 

 

 

漁業無線局の業務については，震災前の平成 19 年度から「災害等による漁業無線通信不能発生

時における業務提携」について，青森，宮城，福島の各県漁業無線行政担当課，漁業無線局が一

同に集まる会議を幾度も開催し検討・協議を重ね，技術的な課題等も併せて整理し，非常時の無

線通信内容の整理や人的な問題を解決するための方策を三者間で確認した上で，平成 21 年度に

「災害等による漁業無線通信不能発生時における業務提携に関する申し合わせ」を締結し，いわ

ゆるＢＣＰ（業務継続計画）を確立していた。 

震災後は業務提携申し合わせに基づき青森局及び福島局が宮城局の代行通信を行ったが，宮城

県漁業無線局は壊滅的な被害を受け復旧の目処が立たないため，従来からの「業務提携」の期間

について見直しが必要となり，青森県と再度調整を実施し，青森県漁業無線局と宮城県漁業無線

局との間で改めて業務協定を結び，４月 19 日から宮城県漁業無線局の通信職員（６人）が青森県

漁業無線局へ赴き，通信機器等を借用し宮城県漁業無線局の通信業務を再開した。 

その後，平成 24 年度以降の早期の漁業無線体制の構築が必要となったことから，平成 23 年９

月 16 日「３県あり方検討会」を開催し，今後の３県漁業無線局のあり方について検討した結果，

『来年度以降，宮城県は福島県漁業無線局の施設を利用することとし，青森県は，当面の間は現

行の体制を維持し，将来，福島県漁業無線局の施設を利用することを検討すること』で合意した。 

上記「３県あり方検討会」結果を踏まえて平成 24 年４月以降の宮城県漁業無線局通信業務体制

について，本県が（社）宮城県漁業無線公社へ業務委託している漁業指導無線業務も含めて，福

島県と協議・検討を重ねて行い本県漁業無線局の通信業務体制について再構築し，平成 24 年４月

以降の通信業務体制について整理を行った。 
 
 
 

写真 被災前の漁業無線通信卓 

（昭和 56 年開局当時から使用） 
 
 

 

写真 津波で被災を受けた漁業無線局センター全景と建物内 
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�� �業����業��の��の���������� 

宮城県漁業協同組合（以下「宮城県漁協」）は，４月５日の経営管理委員会において，漁場に

災害廃棄物が流入している状況を鑑み，安全操業（二次被害防止）の観点から浅海域における操

業（養殖業における採苗作業は除く）を当面の間，自粛することを決議し，自粛の徹底が図られ

るよう，宮城海区漁業調整委員会（以下「海区委員会」）に対して委員会指示による操業の制限

等の措置を要望した。 

水産業振興課では，これらの取組が効果的に行われるよう関係業者と調整を図った。 

また，海区委員会では指示発動に際し，他の関係者からの理解が得られていることと，関係業

者との調整が図られていることから４月 15 日から５月 31 日までの間，区画漁業権の行使を停止

する等，宮城県地先海面における操業を制限する指示を発動した。 

なお，制限期間の満了後，災害廃棄物の影響が少ない海面から，漁船漁業や養殖業の一部が順

次再開した。 

 
 ○
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第
二
号 
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業
を
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く
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�� 水産業��特区 

５月 10 日開催の東日本大震災復興構想会議において，同会議の委員を務める知事は，養殖業へ

の民間による参入や資本の導入促進を目的とした「水産業復興特区」の創設を提案した（特区に

おいては現行の漁業法で規定されている区画漁業権の免許の優先順位について優先順位１位であ

る漁協のほか，地元漁民で組織される法人も同位とする）。これを受けて，宮城県漁協は翌日の

５月 11 日に臨時役員会を開催し「水産業復興特区構想」について容認しないことと決議した。 

その後，宮城県漁協の役員が５月 13 日に県庁を訪れ知事と意見交換するとともに，「企業は経

営が悪くなると撤退する」等を理由に特区構想の撤回を求める要望書を提出した。また，宮城県

漁協は要望書提出からおよそ１か月後にあたる６月８日には特区構想撤回の請願書を県議会に提

出し，請願については継続審議となった。 

６月 21 日，宮城県漁協の幹部およそ 60 人が県庁を訪れ知事と意見交換するとともに，特区構

想に反対する約 14,000 人の署名を提出した。そして，県議会で継続審議が続いていた「特区構想

の撤回」請願について，県議会では 10 月 18 日の本会議で不採択を決議した。 

水産業振興課では，特区制度に関し意見交換のため来庁した漁業者に随時，特区構想の説明を

行い特区についての理解を図った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

写真 署名 写真 意見交換の様子 

写真 特区について説明する知事 
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【水産業復興特区の概要】 

  水産業復興特区は，今回の大震災により，生産基盤や生活基盤を失い自力で漁業活動の再開が

困難な漁業者に対し，より民間資本の力を借りやすくする環境を整えるもので，漁業者の方々が

民間資本の有する新技術や付加価値向上，マーケティングなどのノウハウを導入することで，持

続的で効率的な漁業経営が実現できると考えている。 

具体的には，現在，ノリ，カキ，ワカメなどの特定養殖区画漁業権は，知事が免許をする際の

優先順位が漁業法で規定されており，第１順位が漁業協同組合，第２順位が地元漁業者中心の法

人，第３順位が地元漁業者７名以上の法人，第４順位が漁業者及び漁業従事者，第５順位が新規

参入者となっているが，この順位について，第１順位から第３順位までを第１順位とし，地元漁

業者が中心の法人であれば，漁業協同組合と同じような扱いにするもの。 

第1順位

第2順位

第3順位

第4順位

第5順位

第1順位

漁 �
地元漁業者
中心の法人
�����

地元漁業者
7人��の法人

(����

水産業復興特区の内容

現 行

漁 �

地元漁業者
中心の法人

地元漁業者
7人��の法人

漁業者��漁業
�事者（法人��）

新���者
（法人��）

第2順位
漁業者��
漁業�事者
（法人��）

新���者

（法人��）

特 区

地元漁業者中心の法人等を第一順位にするメリット

１ 企業が参入しやすくなる

（１）地元漁業者が少ない投資で事業再開できる（資金確保）

（２）若い人を採用しやすくなる（後継者不足対策）

（３）新しい技術等を開発しやすくなる（近代化）

（４）失業等のリスクが軽減される（失業保険等）

２ 地元漁業者が経営に参画するので，企業の都合で撤退する恐れが低い

浜単位で従来のやり方がよいか，漁業法人を作るか選択してもらう。
民間企業との連携を希望する場合は，県が責任を持ってマッチングを行う。
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�� �業�の���� 

津波により，特定区画漁業権に基づくカキ・ホタテ・ノリ・ワカメ等の養殖漁場は壊滅的な被

害を受けた。 

養殖漁場の早期再開に向け，災害廃棄物撤去や養殖施設の復旧作業等が行われているが，本県

の主力養殖種である「カキ・ホタテ等」については，収穫まで少なくとも１年以上を要し，収入

を得られるのは早くとも来漁期以降となることから，今漁期中に収穫・収入が期待できる「ワカ

メ養殖業」への着業機運が震災後に高まった。 

現行の区画漁業権における養殖種目の変更（わかめ養殖業の追加）は，津波による壊滅的な被

害からの早期復興のため必要な措置であることから，県は，関係業者との調整や 10 月 17 日に開

催した公聴会による意見を基に当該漁場の漁場計画を策定するなど，現行の区画漁業権の変更免

許の手続きを進め，新たに漁場計画を樹立した計 16 漁場について変更免許を行った。 
 

      写真 震災後に収穫されたワカメのボイル作業風景  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             

 

 

     写真 収穫されたワカメの品質確認の様子  
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県
知
事 

 

村 
 

井 
 

嘉 
 

浩 
 

 

一 

変
更
し
た
事
項 

別
冊
の
と
お
り 

 

二 

変
更
に
係
る
免
許
予
定
年
月
日 

平
成
二
十
四
年
二
月
七
日 

 

三 

変
更
に
係
る
申
請
期
間 

平
成
二
十
三
年
十
一
月
七
日
か
ら
同
年
十
二
月
二
十
八
日
ま
で 
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�� 漁船��支援 

（１）共同利用漁船等復旧支援対策事業（小型漁船及び定置網共同化支援事業） 

漁業生産の基盤となる多くの漁船・漁具が失われた。水産業は地域の基幹産業となっており，

水産加工業など周辺産業への影響も大きいことから，地域の復興のためには早期の漁業再開が

急務となっていた。 

このため，水産業の早期復旧を図る目的で漁業協同組合等が共同で利用する漁船・漁具・定

置網取得経費を支援するための共同利用漁船等復旧支援対策事業が制定されたのを受けて，５

月議会にて予算を確保して事業化した。その後，漁協から事業活用見込み額を聞き取りし，８

月議会で必要な予算を増額した。９月末までに各地で説明会を 10 回以上開催するとともに，事

業が円滑に進むように，国，漁協，関係団体等と適宜打合せを行い現場のニーズ把握に努めた。 

       

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（２）小型漁船修繕体制整備 

日本舟艇工業会等による被災地支援の一環として，緊急的に仮設修繕場を設置して，漁船の

修繕環境を整備する事業「被災小型船舶再生支援プロジェクト」が実施された。 
同プロジェクトによる仮設修繕場所の選定に協力するとともに，同事業が円滑に進むように，

漁協，関係団体と適宜打合せを行った。 
  

（３）漁船登録手続の緩和 

速やかに漁船登録手続が進むように，失効返納，新規登録等の各種申請に係る添付書類や取

扱等を緩和した。また，被災者負担を減らすべく，漁船登録事務手続きに必要な手数料の減免

措置を講じた。 

写真 支援事業により新たに建造された漁船 
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��  宮城県沿岸漁業復興連絡会議 

復興に向けた各種支援策について宮城県漁業協同組合と情報を共有し，事業を円滑に進めるた

め，宮城県沿岸漁業復興連絡会議を設置し，第１回目の会議は９月６日に開催した。 
以後，10 月１日，12 月１日，３月 24 日に同会議を開催し，復興に向けた取組について情報交

換等を実施した。 
  主な議題としては下記のとおりであった。 

○ 漁港の復旧と集約再編について 

○ 復興に向けたこれまでの取組状況について 
○ 宮城県水産業復興プランについて 
○ 復興に向けた支援策について 
○ 平成 24 年度復興関係事業について 

 
 
                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

�� 復興������ 
震災後から継続して県震災復興計画作成に向けた関係機関との調整，国震災復興計画策定に向

けた意見調整，東日本大震災に対処するための追加予算措置（政府要望）に伴う関係者との調整

などの支援対応を行った。 

なお，平成 23 年９月補正予算までに対応された各事業の合計額は次表「水産業分野における復

興へ向けた取組について」のとおりである。 

写真 宮城県沿岸漁業復興連絡会議 
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※事業費上段は９月補正までの合計額
　下段（　）は，うち９月補正分

７１５百万円
(　　　　　　　　　０百万円)

漁港内の航路及び泊地の支障物の撤去

３３，１５０百万円
(　　　　３１，７９５百万円)

県営漁港施設等の被災状況調査，設計，復旧工事等

１００百万円
(　　　　　　　１００百万円)

地震や津波に対する防災機能を備えた復興復旧のための事業計画策
定調査

１，５３０百万円
(　　　　　　　１，５３０百万円)

流通拠点漁港の機能回復を図るための整備

１４８百万円
(　　　　　　　１４８百万円)

被災した県営漁港管理施設（給水・給電施設等）の復旧工事費

１５百万円
(　　    　　  　　　０百万円)

サイドスキャンソナーを用いたガレキ調査

３，３７５百万円
(　　　　　　　　　０百万円)

養殖漁場等に堆積するガレキの撤去

５，３９５百万円
(　　　　　　　　　０百万円)

漁業者自らによるガレキの撤去

１００百万円
(　　　　　　　　　０百万円)

底びき網漁船に積載するガレキ回収網の購入費補助

資源管理の強化を
図る

９．４百万円
(　　　　　　　９．４百万円)

宮城県資源管理・漁場改善推進協議会からの調査事業等の受託

種苗を確保する
１０百万円

(　　    　　  　　　０百万円)
天然ワカメの分布調査，人工採苗による種苗の供給

各種養殖種の現況調
査等を実施する

６．５百万円
(　　　　　　　　　０百万円)

カキ，ワカメ，ホヤ等の種苗の安定確保のための調査，情報提供，
指導

１８１百万円
(　　　　　　　１７６百万円)

さけふ化場の被災状況調査，応急復旧

５００百万円
(　　　　　　　　　０百万円)

ノリ乾燥機等の資機材を共同で設置する費用の補助

１４，１００百万円
(　　　　　　　　　０百万円)

養殖施設の復旧費用の補助

６９９百万円
(　　　　　　　　　０百万円)

漁協等の共同利用施設等の修繕や復旧への助成

３３４百万円
(　　　　　　　　　０百万円)

共同利用施設の復旧費用の補助

１５０百万円
(　　　　　　　　　０百万円)

流出した浮標灯の設置灯への助成

４，８９４百万円
(　　　　　　　　　０百万円)

水産業共同施設，養殖施設の復旧及び種苗確保への助成

衛生管理体制
の強化

４．３百万円
(　　　　　　　４．３百万円)

県漁協が実施する衛生関係検査の費用に対する助成

漁業経営相談
の実施

２．９百万円
(　　　　　　　　　０百万円)

被災漁業者の経営相談，協業化等の支援

陸揚げ船�の処理を
進める

９，７００百万円
(　　    　　  　　　０百万円)

陸揚げ漁船の撤去・解体等

２９，０３８百万円
(　　    　　  　　　０百万円)

共同利用小型漁船の建造，修繕及び定置網漁具の復旧に要する経費
の補助

４００百万円
(　　    　　  　　　０百万円)

国庫補助対象外の造船所の復旧への助成

漁業経営相談
の実施

２．９百万円
(　　　　　　　　　０百万円)

被災漁業者の経営相談，協業化等の支援

腐敗水産物の処理を
進める

１，５００百万円
(　　　　　　　　　５００百万円)

気仙沼・石巻・女川の冷凍水産物の処分

１，１１７百万円
(　　    　　  　　　０百万円)

魚市場再開に係るベルトコンベア等の機器整備の補助，共同利用施
設の復旧費用の支援

４，５７１百万円
(　　    　　  　　　０百万円)

水産加工業協同組合等の水産物加工流通共同利用施設の復旧への助
成

１２，５３０百万円
(　　    　　  　　　０百万円)

中小企業等のグループ等の施設復旧の補助

３，０００百万円
(　　    　　  　　　０百万円)

中小製造業者の生産施設設備の復旧への助成

１，４００百万円
(　　    　　  　　　０百万円)

卸売場，冷蔵庫施設等の施設整備の支援

６００百万円
(　　    　　  　　　０百万円)

魚市場再開に必要な鮮度保持に効果の高いスラリーアイス製氷機の
設置費用の補助

原料の確保
４２百万円

(　　　　　　　　４２百万円)
被災地から原料調達が困難となり，他産地から調達する場合の掛か
り増し経費を助成

３８百万円
(　　　　　　　　　０百万円)

融資機関に対する市町村が実施する利子補給の上乗せ

－ 漁業近代化資金，日本政策公庫資金等借受の無利子化

－
漁船建造資金や漁協の復旧資金等に対して無担保・無保証人融資を
推進するための保証制度を実施

団体の支援
２５０百万円

(　　　　　　　２５０百万円)
水産業団体（協同組合等）の施設・設備等の再建を支援し，当該団
体の運営基盤の復興・強化を支援。

漁場の環境を
調査する

１０２百万円
(　　　　　　　　　０百万円)

漁場環境評価のための調査及び機器整備

漁業調査指導船の整
備

２５８百万円
(　　　　　　　２５８百万円)

被災した沿岸調査船「蒼洋」の代船建造，及び調査指導船再編に係
る新船建造

水産物の安�性を
確保する

１５百万円
(　　　　　　　　　０百万円)

放射性物質濃度モニタリング調査の実施

�費の回復を図る
１０．１百万円

(　　　　　　　　　０百万円)
農林水産物の生産団体等に対する県産品の広報活動等への助成

合　計
１，����円

(  　　　３４��円)

魚市場や流通加工業
の再開に必要な施設

を整備する

・漁船，漁具の再取得
・現行の漁業許可制度の見直し
・船員の減少
・資金面の不安

漁船の建造，漁具の
復旧を進める

・腐敗水産物による衛生面の
   不安
・施設，機器の不足
・水産加工団地等の地盤沈下

・資金難により再開が困難
・後継者対策，新規就業者
   の確保
・各種協同組合の事務所，施設
   の壊滅的な被害

漁業再開に必要な資
金等を確保する

・大量のガレキの漂流，堆積
・水質環境の悪化等に起因する
   漁場生産力の低下
・種苗生産施設の壊滅的な被害
・磯根資源の減少

ガレキの撤去を
進める

・沿岸養殖施設がほぼ滅失，
   内水面養魚場の一部も施設の破損等。
・養殖用資材，種苗の確保

施設，資材を
復旧する

・試験研究機能の喪失

・原子力発電所事故による
   放射性物質の拡散による影響

被災状況と�� 取組�� 事業� 事業費 事業�要

・大規模な地盤沈下
漁港の整備を

進める

東

日

本

大

震

災

本
県
水
産
業
を
取
り
巻
く
生
活
基
盤
・
生
産
基
盤
の
壊
滅
的
な
被
害

�大地震

大津波

（３）養殖業

（4）漁船漁業

（5）流通加工

（６）漁業経営

水産業分�に�ける復興へ�けた取組に�いて

（１）漁港，漁村

県��

基 金

県��

県��

基 金

（２）漁場，資源

基 金

県��

（７）試験研究

県��

県��

県��

県��

県��

基 金

（８）原子力発電所事故に

よる影響への対応

基 金

基 金

基 金

基 金

基 金

基 金
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�� 水産業復興��ンの�� 

これまで本県の水産業は全国第２位を誇る漁業生産量を背景に， 日本全国に良質な水産物を安

定的に供給する役割を担ってきた。加えて，漁獲，水揚げ，加工そして流通の各段階で多種多様

な産業を構築するなど，本県経済，とりわけ沿岸地域の振興に重要な役割を果たしており，その

復興を成し遂げることが，沿岸地域の再生に不可欠となっていた。 

   このことから，県では「宮城県震災復興計画」を平成 23 年８月に策定し，これに基づく水産業

分野の復興計画として，10 月に「宮城県水産業復興プラン」を策定し，東日本大震災からの本県

水産業の復旧・復興のために展開すべき施策の方向性や具体的な取組をとりまとめた。 

 

（１）計画期間 

     復興プランでは，本県水産業の復興を達成するまでの期間をおおむね 10 年間とし，さらにこ

の計画期間を「復旧期」，「再生期」，「発展期」の３期に区分している。 

「復旧期」は，被災者支援を中心に生活支援や生産基盤，経営基盤の復旧を図る期間として

３年間，「再生期」は，水産業集積拠点や漁港整備の本格化，経営の安定化・効率化を実現す

る期間として４年間，「発展期」は，水産都市・漁港地域全体の活性化を図り競争力と魅力あ

る水産業の実現を図る期間として３年間を設定している。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）復興のポイント 

     水産業の復興に向けて，県では復興のポイントとして，①水産業の早期再開に向けた取組，

②水産業集積拠点，漁業拠点の集約再編，③新しい経営形態の導入，④競争力と魅力ある水産

業の形成，⑤安全・安心な生産・供給体制の整備の５つの主要施策を設定している。 

そして，これらに基づき，「漁港・漁村」，「漁場・資源」，「養殖業」，「漁船漁業」，

「加工流通」，「漁業経営」，「試験研究」，「原子力発電所事故による影響対応」の８分野

において，復旧期，再生期，発展期の各段階で必要な取組を行っていくこととしている。 

 

 

計画期間は１０年間

��復旧期�（H23～25年�）：被災者支援を中心に，生活支援や生産基盤，経営
基盤の復旧を図る

��再生期�（H26～29年�）：水産業集積拠点や漁港整備の本格化，経営の安定
化・効率化を図る

��発展期�（H30～32年�）：水産都市・漁港地域全体の活性化を図り競争力と
魅力ある水産業の実現を図る

※今後の復興に向けた取組の進捗状況や社会情勢の変化に対応できるよう，必要に応
じて見直しを行う。

水
産
業
の
復
興

水産業復興プラン計画期間：１０年間

復旧期 再生期 発展期

H23～H25
（３年間）

H26～H29
（4年間）

H30～H32
（3年間）

計画期間
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ア 水産業の早期再開に向けた取組 

        主要な漁港，漁船漁業や養殖業の再開に必要な漁港・漁場においてガレキの撤去を行い，

船舶の航行・係留機能や漁場の生産力の回復を図る。 

       事業を再開できるまでの間，漁業者自らが漁場生産力の回復を図るために実施するガレ

キの撤去等を支援する。 

        また，地元漁業者が円滑に漁業を再開できるよう，漁船漁業においては，漁船や漁具の

取得に対し支援するとともに，養殖業においては，再開に不可欠な施設の復旧，種苗の確

保や資材の取得に対して支援し，採苗から養殖出荷の一連の生産サイクルの回復を図る。 

        漁港背後地では，被災した水産加工場の冷凍水産物を処分し，周辺の衛生管理の改善を

図るとともに，魚市場や共同利用施設の機能回復に向けた応急整備を進め，魚市場の早期

再開と流通加工機能の回復を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 水産業集積拠点、漁業拠点の集約再編 

         特定第３種漁港の気仙沼，石巻，塩釜の３漁港に，女川と志津川を加えた５漁港は，魚

市場等の流通機能や水産加工業が集積しており，沖合・遠洋漁業の基地港であるとともに，

周辺の漁港からの水揚物が集積されることから，最重点漁港に位置づけた。そして，漁港

背後地を一体的に整備した上で，冷凍・冷蔵施設や水産加工施設の整備や事業者の再開支

援に取り組みながら，競争力のある本県水産業の集積拠点として再構築していく。 

         また，沿岸地域の漁船漁業や養殖業に必要な漁港については，漁業者数，漁船隻数及び

背後地における関連施設の受入能力などを勘案し，「沿岸拠点漁港」，「拠点化以外の漁

港」として分類し，漁港機能の効率的な棲み分けを進め，漁港機能の集約・再編を進めて

いく。そして，拠点漁港については平成 27 年度末，拠点漁港以外の漁港については平成

28 年度末までに整備することとしている。 

がれきの撤去 海洋環境調査 魚市場の応急整備

早急に実施した取組 

養殖種苗の確保腐敗水産物の処分 
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                      表 拠点漁港の分類毎にみた機能の集約・再編方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 新しい経営形態の導入 

         漁業種ごとに経営モデル等を検討し，経営の共同化，協業化，法人化等，新たな経営形

態の導入による漁業経営体の強化を図る。 

         また，震災による壊滅的な被害から早期復興を目指すためには，民間企業の資本，技術，

経営ノウハウなどを活用することも必要であることから，地域の理解を基礎として，漁業

者ニーズや民間企業の意向を把握し，双方の仲介・マッチングを推進する。 

         なお，東本大震災特別区域法に盛り込まれた漁業権の特例措置，いわゆる民間資本導入

の促進に資する水産業復興特区については，次期漁業権切替までの検討課題とし，漁業者

及び宮城県漁業協同組合と協議，調整に努めていくことにしている。 

 

エ 競争力と魅力ある水産業の形成 

         漁業が地域の産業として発展するために，漁業を中心とした産業の集積・高度化を進め

て効率的な水産業の発展を図るとともに，水産物・水産加工品のブランド化，産学官の連

携強化，６次産業化などを推進する。 

         さらに，販路拡大を図るため，県内外への情報発信の強化やマーケティングの強化，海

外への輸出拡大も推進する。 

 

オ 安全・安心な生産・供給体制の整備 

         東京電力福島第一原子力発電所事故に起因する放射性物質が本県水産業に与える影響が

懸念されていることから，水揚げされる水産物の検査体制を整備するとともに，結果を公

表し，県民の不安解消，風評被害の防止に努める。（詳細は第９章に記載） 

        また，生産・加工施設の復旧にあたっては，鮮度保持施設の導入等を推進し，衛生管理

の高度化を図る。 

 

 

 

　　　　※　「沿岸拠点漁港」「拠点化以外の漁港」の名称の変更を検討中。

（県２７，市町１１５）
合計

（県）

55

（県１９，市町３６）

82

（県３，市町７９）

142

分　　　類 集約・再編方針 漁港数（管理者）

　全国の漁船が利用し水産業の早期復旧・復興にとって
最重要港であり、魚市場や水産加工施設など水産関連
施設の整備と連動した一体的な整備を進める。

　沿岸漁業の生産性・効率性を向上させるための地域の
拠点漁港として位置づけ、水揚機能や生産物処理機能
の充実など、背後地の利用も含めた整備を進める。

　漁業集落にとり重要な漁港であり、漁船の安全な係留
や操業準備作業等に必要な岸壁・物揚場・臨港道路・防
波堤などの施設整備を行う。

水産業集積拠点漁港

沿岸拠点漁港

拠点化以外の漁港

5

※H24.3 に「沿岸拠点漁港」「拠点化以外の漁港」の名称を変更（第２節 13 参照） 
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�� ����の対応�� 

（１）水産技術総合センター 

ア 施設被災 

震災直後は，本所（石巻市渡波）・養殖生産部種苗生産施設（石巻市谷川浜）・水産加工

開発部（石巻市魚町）の３か所で勤務していた全職員は石巻圏域に勤務場所を見つけられず，

また，ガソリン不足から遠距離通勤ができないことで各職員の居住地が考慮され，県庁及び

各地方振興事務所水産漁港部等の５か所を勤務先として指定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これら分散勤務した職員の取組状況や各地域の被害状況については，定期的に県庁水産業

振興課のセンター本部に集められた。センター本部では全職員の安否確認を行うとともに，

毎朝定期的にミーティングを開催したほか，センター本部に集まった情報を FAX で各分散箇

所に送信し情報共有を図った。 

その後，石巻専修大学体育館（石巻市）に仮事務所を設け，養殖生産部種苗生産担当職員

と水産加工開発部職員も合わせ，４月 18 日より業務を再開した。 

センター本所は本県水産研究機関の拠点施設であることから，他の被災を受けた研究施設

に先駆けて４月に復旧方針が決定され庁舎応急改修工事に着手，2 階事務室等の一部利用が

可能となったことから，９月 26 日にセンター本所に戻り事務を再開した。また，養殖生産部

種苗生産施設，水産加工開発部はそれぞれ壊滅的な被害を受け復旧のめどが立たないため，

センター本所内で業務を行った。 

地震発生時，漁業調査指導船「拓洋丸」と「蒼洋」の２隻は接岸中であり，「拓洋丸」は

岸壁に打ち上げられ航行不能となり，「蒼洋」は沈没した。乗組員は乗船していなかった。   

また，売り払い予定であった漁業調査船「開洋」は，津波で被災し使用不可能となったこ

とから売買契約を解除し解体処分となった。 

 

イ 取組状況 

（ア）企画情報部 

ａ  各種調査への取り組み 

当センターの漁業調査指導船「拓洋丸」120 トンは防波堤に打ち上げられ，修繕が完

了する 11 月半ばまで運航不能となった。このような中で当センターが被災後の５月から

取り組んだのは，海に沈んでいる養殖施設や家屋の残骸などを把握することであり，秋

田県からの借用船や残存漁船にサイドスキャンソナーを設置し水深 20ｍ以浅の沿岸域

をくまなく調査した結果，５千カ所以上で瓦礫を確認した。さらに，沖合漁場では東北

大学から借用した「翠皓」によるマルチビームソナー調査で 7４8 カ所の残骸を捉え，こ

写真 センター中庭に津波進入 写真 防波堤に打ち上げられた拓洋丸
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れらの調査結果は，瓦礫撤去業者に提供し養殖漁場等の早期再開に貢献した。 

しかし，沿岸漁場には現在も相当量の瓦礫が堆積しており，県では小型底びき網漁船

や沖合底びき網漁船による瓦礫撤去作業を継続している。 

海洋観測調査については，４月から 12 月にかけて各機関の支援を受け北光丸，北鳳丸，

蒼鷹丸，若鷹丸，照洋丸により定線調査を実施することができた。その後，浅海域を調

査船「翠皓」が平成 23 年 11 月から，沿岸域を漁業調査指導船「拓洋丸」が 12 月中旬か

ら再開し，当センターホームページ上等で，関係業界に情報提供した。それ以降，当該

調査を震災前と同様に毎月実施するとともに，従来の環境調査や漁場調査も，２隻の調

査船を使って順次再開した。 

魚類の資源状況を把握するための調査は，「翠皓」が平成 23 年 11 月からヒラメ稚魚

調査を，平成 23 年 12 月から大型クラゲ調査を，さらに平成 24 年１月には有害物質状況

把握調査を再開したほか，３月には貸与元である東北大学が実施する東北マリンサイエ

ンス海洋調査事業にも携わった。また，「拓洋丸」は，平成 23 年 11 月からは大型クラ

ゲ調査，イカナゴ夏眠期調査及びカレイ類発生状況調査，さらに平成 23 年 12 月はマコ

ガレイ産卵場調査，平成 24 年１月はイカナゴ仔魚調査，２月はオキアミ調査を加えるな

ど被災した漁場における魚類の資源状況を把握するための調査等に従事した。 

ｂ 東日本大震災に関する平成 23 年度水産関係調査報告会の開催 

震災後に水産技術総合センターが実施した調査等の内容を漁業関係者及び水産関係団

体等に報告し，生産活動の再開・復興に向けた意見交換を行い，施策に反映させること

を目的として，平成 23 年８月と平成 24 年２月に調査報告会を開催した。 

平成 23 年８月の報告会は，海底ガレキ分布状況調査結果，緊急漁場水質調査結果，水

産物放射能検査結果など気仙沼・石巻・塩釜の３地区において開催した。出席者は，各

地区とも約 100 人前後に達し，多数のマスコミ関係者も来場する等，関心の高さがうか

がえた。この報告会で出された意見及びアンケートで回収した意見をとりまとめた後，

本県の水産行政及び水産試験研究関係者に情報提供した。また，現場における水産復興

支援業務はもちろんのこと，平成 23 年度 12 月補正予算事業及び平成 24 年度試験研究事

業の予算，宮城県水産業試験研究推進構想及び平成 24 年度水産業試験研究計画の策定に

反映させた。 

平成 24 年２月の報告会は，平成 23 年秋から平成 24 年２月までの各種調査結果など気

仙沼・石巻の２地区において開催した。マスコミの関心は依然として高く，テレビ局と

新聞社を合わせ 10 社以上が来場した。この報告会で出席者からいただいた意見は，前回

同様本県の水産行政及び水産試験研究関係者に情報提供した。 

なお，報告会の開催のお知らせは，ホームページ・郵便物・マスコミを活用したが，

出席者のほとんどが被災し，避難生活を余儀なくされていたため，県漁協の各支所及び

水産関係組合，魚市場，関係市町等を個別に訪問し，関係者への周知と出席者のとりま

とめを直接お願いした。 

震災後の水産試験研究の取組に対しての出席者の意見は，その後の業務の運営・方針

のよりどころとなり，結果として県民ニーズを試験研究業務に反映させることができた

ので，今後も半年に１回程度の頻度で報告会を開催し，水産関係者等との意見交換を行

う予定である。 

ｃ 水産試験研究の推進構想の策定 

水産技術総合センターは，平成 20 年４月に制定した「水産業試験研究推進構想」の実

施が震災で困難になったことから，平成 23 年 10 月に策定された水産業分野の個別復興

計画である「宮城県水産業復興プラン」に基づく水産試験研究分野の新たな研究構想を
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策定することとした。 

研究構想の素案の作成及び検討は，「水産技術開発調整推進会議設置要綱」に基づき，

同会議の下部組織で，各部長，次長（総括）等で構成される連絡調整部会で行った。連

絡調整部会は，水産業関係者の意見を踏まえ，平成 23 年 10 月から素案の検討及び見直

しを複数回行った。平成 24 年３月には「宮城県産業技術開発推進要綱」に従い，宮城県

試験研究機関評価委員会水産業部会委員から研究構想案への意見聴取を行った。 

新たな「水産業試験研究構想」によって，東日本大震災で甚大な被害を受けた本県水

産業の一日も早い復興を実現するため，試験研究機関として担うべき役割を明確にする

とともに，被災した試験研究施設の復旧整備の進捗状況を勘案しながら，今後取り組む

べき水産試験研究の方向性を示すことができた。 

なお，本県の漁場環境や水産物に対し，東京電力(株)福島第一原子力発電所の事故が

影響を与えていることから，水産試験研究機関として放射能対策を最優先に取り組むべ

き課題としてとらえ，関係機関と連携して調査や情報収集を継続して行うとともに，必

要な検査を実施し，漁場環境及び水産物の安全確保に努めることとしている。 

（イ）環境資源部 

震災による漁場環境の悪化が懸念されたため，５月と７月に漁場環境調査を沿岸域で実

施し，７月には，大腸菌数ｎ－ヘキサン抽出物等が一部調査点で基準値を超えていた以外

は環境基準を満たしていることを確認し，関係者に報告をした。 

水産技術総合センターが被災したため実施不能であった仙台湾における定期環境調査

は，平成 23 年９月から再開したが 10，11 月も水温，塩分等の測定可能な項目に限って実

施した。 

女川原子力発電所の温排水調査についても，調査地点や測定項目を縮小して調査可能な

項目から順次実施した。(モニタリング調査は定時観測していた受託者が被災したため，簡

易記録式水温計を平成 23 年 11 月から各調査地点に順次設置して測定を再開した。) 

また，平成 24 年１月には，前年の５，７月に引き続いて震災の影響を把握するため沿岸

域において３回目の有害物質調査（被害漁場環境調査事業）を実施した。 

資源関係に関しては，漁業調査指導船「拓洋丸」及び「蒼洋」が被災した他，当センタ

ーの施設復旧が遅れていたことから，被災を免れた民間の漁船を傭船する，あるいは他機

関の船舶や施設を借用するなどして，国の委託事業である資源評価調査事業や被害漁場環

境調査事業等の資源調査を可能な範囲で実施した。 

関係機関に報告する漁獲情報の収集は， 県総合水産行政情報システムが未復旧であった

ため，電話や現地に出向きヒアリングを行って対応した。 

平成 23 年 11 月に拓洋丸，翠皓が稼働可能となり，以降，アカガイ資源調査・ヒラメ新

規加入量調査・底曳網調査・マコガレイ産卵場調査などを実施した。 

１から３月は民間の漁船を傭船してアカガイ・コタマガイ・ウバガイの調査を行った。 
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（ウ）養殖生産部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 23 年６月からは種ガキ，９月からはノリの採苗・育苗期等の漁場環境調査，11 月

からはホヤの浮遊幼生調査を実施し，情報提供を行った。 

種苗不足が懸念されたワカメは平成 23 年６月に仮設水槽を設置して種苗生産を行い，10

月下旬から 11 月に県漁協関係支所，牡鹿・塩釜市漁協に配布した。 

同様に種苗不足が懸念されたホヤも，人工採苗を実施する県漁協関係支所や各浜の指導

を実施するとともに，センター内施設を使用し，平成 23 年 12 月から種苗生産を行い，翌

年１から２月に主要漁場を持つ県漁協関係支所へ配布した。 

被害漁場環境調査については，平成 23 年 10 月と翌年２月の２回アワビ漁場の潜水調査

を実施し，アワビ・ウニの生息数や海底・海藻の状況を確認した。 

アサリについても平成 24 年１から３月に聞き取りや漁場調査を実施しており，今後も水

産業の復興に向けた調査研究指導に取り組んでいく。 

 

 表 養殖生産に係る対応状況 

項  目 日  時 対 応 内 容 

ワカメ 

 

 

 

平成 23 年 6 月～11 月 

平成 23 年 9 月 13～14 日 

平成 23 年 11 月 8 日 

平成 23 年 10 月 20 日～11 月 14 日 

種苗管理 

配偶体着生作業 

秋田県種苗到着 

種苗出荷 

カキ 平成 23 年 6 月～9 月 種ガキ幼生・親熟度・試験連調査 

ノリ 平成 23 年 9 月～平成 24 年 3 月 生育状況調査 

ホヤ 

 

 

 

平成 23 年 11 月～12 月 

平成 23 年 12 月～平成 24 年１月 

平成 24 年 1 月～2 月 

平成 23 年 12 月～平成 24 年 2 月 

親搬入 

採苗 

種苗出荷 

幼生調査 

アワビ 

 

平成 23 年 9 月～10 月 

平成 24 年 2 月 

被害漁場環境調査 

〃  

アサリ 平成 24 年 1 月～3 月 被害漁場環境調査 

 

 

 

写真 谷川浜の種苗生産施設の被災状況 写真 センター内でのワカメ種苗生産状況
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（エ）水産加工開発部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災した水産加工企業の状況や必要な支援策を把握するため，水産加工業協同組合や各

企業を訪問し情報収集を行った。また平成 23 年５月以降，復旧を開始した企業等から加工

相談が寄せられるようになり，これらへの対応も逐次行った。 

水産加工企業への技術支援の拠点として各種加工機器を設置していた公開実験棟は震災

により壊滅的被害を受けたが，利用可能となった水産技術総合センター内に仮の加工試験

室と分析実験室を確保し，技術支援に必要な機能はある程度復旧した。これにより，ふ化

放流事業に利用した秋サケの加工原料化による企業の原料コスト削減，被災後ワカメ養殖

に転換した漁業者が製造する湯通し塩蔵ワカメの分析に基づく指導などに取組むことがで

きた。 

水産物の放射能検査については，当初東北大の協力で開始されたことから，検査用試料

の調製と搬入を行い，平成 24 年１月 19 日からは産業技術総合センターに設置されたゲル

マニウム半導体検出器を使用して測定を行った。（第９章第２節に掲載） 

 

ウ 震災復旧における水産試験研究機関の課題と提言 

（ア）マンパワー・機器類・施設の残存状況の把握 

復旧復興のための調査や検査を実施するために現況把握が急務である。 

○ 各種技術を持った職員の実数（検査，分析，種苗生産，屋外調査） 

○ 調査船（修理の可能性） 

○ 観測用外部設置センサー類（水温自動観測装置，ブイ類） 

○ 生物飼育施設（取水，濾過，ブロアー，加温，水槽） 

○ 種苗生産施設（上記に加え，飼料培養，選別装置） 

○ 調査機器類・検査機器類・顕微鏡類 

（イ）緊急性，重要性を有する試験研究の内容精査 

ａ 環境と水産資源の状況把握 

大津波による海岸地形や海底の変化，陸域からの汚泥の流入，それに伴う水質の悪化

等，沿岸部では劇的な環境変化が起きている。このような状況において水産資源はどの

ような影響を受けているのかを把握しておくことは，今後の資源復元や管理に重要であ

る。 

○ 内湾，沿岸域の水質,底質調査（重金属，油分含む） 

○ 浮遊生物調査（イサダ含む） 

写真 水産加工開発部の被災状況 
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○ 重要生物の稚仔発生状況調査（ホタテ，カキ，ホヤ，アナゴ，イカナゴほか） 

○ 三陸沿岸・仙台湾底魚調査（市場調査も含む，底質変化との関連） 

○ 三陸沿岸・仙台湾回遊魚調査（水質悪化と来遊動態の変化） 

○ 磯根資源，藻場調査（海底攪乱と浮泥堆積によるアワビへの影響） 

ｂ 食品としての水産物の安全性確保 

主要な下水処理場が機能停止しており，復旧までに相当の期間を要すると予想された

ため，富栄養化と細菌汚染が懸念された。これはノリやカキなどの安全性を脅かすもの

である。また，福島第一原子力発電所事故による各種の被害も漁業や養殖業の復興に大

きな支障となるので，関係機関と連携を密にし，リアルタイムの情報提供が必要である。 

○ 水産物の細菌汚染実態調査 

○ 細菌汚染された水産物の殺菌，滅菌，浄化手法開発 

○ 安全な利用方法の普及 

○ 海水，生物中の放射性物質に関する情報提供 

ｃ 短期で収益の上がる漁業養殖の復興 

養殖施設のみならず，漁船や加工施設を失った生産者が大半であるが，残った漁船を

共同利用し，当面の漁業は開始できる。また，養殖期間が半年で収入を見込めるワカメ，

コンブ等の海藻類（ワカメは三陸ブランドとして需要が高い），残存加工施設を共同利

用してのノリ養殖が有望である。 

カキ養殖では海底に沈下しているカキの早期回収と本年の種ガキの生産回復が急務で

ある。種ガキは他県も松島湾や石巻湾に依存しているだけに需要は大きい。これらも少

ない資本でしかも半年で収益が見込めるので救済に向いている。また，ホヤの種苗生産

も同様である。シロサケ増殖も水産庁がふ化場復旧のために予算要求しており，壊滅し

たふ化場の復旧に併せた近代化も可能である。サケは今年も帰ってくるので，河川環境

整備と海面でのサケ漁業の復旧が急務である。 

○ 沿岸域の水産生物（底魚，甲殻類，貝類）の分布調査と情報提供 

○ ワカメ，コンブホヤの種苗生産指導 

○ 天然ワカメ，コンブの分布調査（採苗用の母藻） 

○ 種ガキ，ホタテガイ，ホヤの幼生分布調査と情報提供 

○ 養殖ノリ，ワカメ育成状況調査と情報提供 

○ 秋サケ利用促進のための情報提供 

○ サケ放流事業の復旧と近代化 

これらのような水産試験研究に関する残存能力と緊急課題を十分に考慮した上で今後

の研究課題を検討していくことが重要である。 

 

（２）水産技術総合センター気仙沼水産試験場（気仙沼市波路上） 

ア 初動対応 

地震発生とともに大津波警報が発表されたことから，試験場内にいた職員は気仙沼市の指

定避難場へ自家用車で避難した。その他出張中の職員については通信手段が途切れてしまっ

たことから全職員の安否確認が終了するまで数日間を要した。当試験場は海岸のすぐそばに

あったので，津波警報が出た場合の避難について常に話し合っていたため，大津波警報発表

後速やかに避難の行動を起こすことができ，人的被害を出さずに済んだことは幸いであった。 

本館及び付帯施設の生物飼育室・種苗生産棟などすべて津波により被災し，試験場として

の機能を失った。 
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職員全員が災害対策本部気仙沼地方支部の構成員となり，ライフラインは全て絶たれたも

のの被災を免れた気仙沼保健福祉事務所で二週間ほど災害対策本部地方支部の班員として，

情報収集や物資調達等の業務に特化した。 

 

イ 以後の対応 

ライフラインの回復やガソリンを始めとした物資流通が回復の兆しを示し始めた頃から，

災害対策本部地方支部構成員である各地方機関は徐々に本来業務にウェイトを移したが，気

仙沼水産試験場は気仙沼保健福祉事務所の２階を仮執務場所として，被災地情報収集等の業

務や陸上へ打ち上げられた漁船の悉皆調査を気仙沼地方振興事務所水産漁港部と合同で実施

した。平成23年５月以降は，災害復旧に係る新規事業等や，養殖再開に向けて動き始めた被

災漁業者支援に対応するため，以下の調査業務や現場指導等を実施した。 

（ア）養殖漁業への種苗確保支援・情報提供 

震災直後に破壊された庁舎内の恒温室からワカメフリー配偶体（培養試験管200本）を回

収し，庁舎近くの高台（標高約16ｍ）にある民宿崎野屋に保管を依頼した。この民宿は，

避難後一晩宿泊させていただいた所でもある。 

平成23年４月４日に岩井崎に通じる崩壊した橋に仮設橋が完成して車の乗り入れが可能

になったことから，回収したフリー配偶体を震災後の種苗生産に使用するため塩竈市にあ

る東北区水産研究所に移送するとともに，気仙沼水産試験場が品種開発した「早苗」株と，

地元漁業者が大切に継代保存していた地種「ゆきお種」株を４月15日，宮城大学（仙台市）

に移送して，他県産株も用いて高温耐性ワカメに関する研究を再開した。 

震災後最初に漁業収入が得られる養殖種目としてワカメが注目され，管内の各地で新規

参入者が増加したことから，普及指導チームがワカメの採苗指導を行った。また，震災後

にワカメ養殖を実施する被災漁業者のために，漁場環境調査を行い養殖通報として取りま

とめて関係者に情報提供した。平成23年10月にはワカメ養殖漁業者に向けて，漁場栄養塩

情報も提供を開始した。 

徳島県立農林水産総合技術支援センター水産研究所から県漁協気仙沼総合支所にワカメ

種苗4,000ｍが計２回無償提供され，地元被災漁業者と共に種苗糸の巻き直し，仮移植作業

を実施した。 

平成23年5月にホタテガイの天然採苗を実施した被災漁業者のために，海洋観測と浮遊幼

生分布調査を行い，養殖通報として取りまとめて関係者に情報提供を行った。平成23年８

月には採苗器の付着状況調査を実施し，養殖通報として関係者に情報提供を行った。 

震災後にマガキの天然種苗を実施した被災漁業者のために，８月から９月に海洋観測と

浮遊幼生分布調査を行い，養殖通報として取りまとめて関係者に情報提供を行った。 

平成 23 年 12 月からはホヤの採苗期で，海中での天然採苗，陸上での人工採苗の技術指

導を強化した。ホヤ種苗はほとんどを鮫ノ浦湾に依存してきたため，震災後は地元生産を

余儀なくされていた。初めて試みる者も多く，理論と実践の両面からの指導を行った。そ

の結果，天然・人工採苗とも使用できる種苗が生産できたが，管内における震災前の必要

数量の数パーセントと見込まれた。 

養殖生産物出荷再開に先駆けて，貝毒プランクトン調査やムラサキイガイ貝毒調査を平

成23年６月28日から再開した。   

その結果，ムラサキイガイ検体の下痢性貝毒が規制値を超えたため，７月29日に震災後

初めて出荷自主規制が発令された。 
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（イ）漁場環境の情報提供 

震災により大量の災害廃棄物が養殖漁場に流入したこと，気仙沼湾内の商港岸壁周辺に

設置されていたオイルタンクが総て破壊され大量のＡ重油が流失したこと，ヒ素を含んだ

大谷鉱山の廃土が山崩れを起こし一部が沿岸海域に流出したことから，復旧期に講じるべ

き以下の漁場環境調査を重点的に実施した。 

ａ 海中ガレキの探索 

気仙沼地方振興事務所水産漁港部で実施していた漁場災害廃棄物撤去作業が効率的に

進むように，簡易サイドスキャンソナーによる区画漁業権漁場（養殖施設が設置されて

いる水域）の海底災害廃棄物調査を実施し情報提供した。調査は平成23年９月までにほ

ぼ終えたが，その後の沖合の探索については委託業者への技術協力という形で参加した。 

平成24年３月現在も継続中である熊本大学による海底調査には全面的に協力しており，

定期的な報告会を気仙沼合同庁舎で開催して関係者への情報提供も行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 ▲図 確認されたガレキ類のサイドスキャンソナー画像．左：水平画像，右：垂直画像 

写真 ワカメ採苗指導 

写真 人工採苗したホヤの採苗器（シュロ縄） 
▲ ホタテガイの養殖通報 
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ｂ 環境調査 

気仙沼湾及び志津川湾の水質調査を平成23年５月24日から開始し，関係機関への情報

提供を行った。 

地域被災漁業者から懸念されていた気仙沼湾内の底質環境を把握するために，気仙沼

地方振興事務所水産漁港部とともに湾内海底油濁状況調査を実施し，関係機関に情報提

供を行った。 

気仙沼海底油濁状況調査結果を踏まえ，財団法人漁場油濁被害救済基金の専門家派遣

事業を活用して，同基金から派遣された油防除の専門家による現地視察とコンサルティ

ングが実施された。 

震災後では初めて気仙沼市エースポート付近の海面が赤変しているとの情報が入り，

平成23年９月５日に調査を実施したところ，赤潮原因プランクトン２種（Prorocentrum 

triestinum, Heterosigma akashiwo）が確認され，関係機関に情報提供を行い注意喚起

した。 

水質や底質に関する調査は平成24年３月現在も定期的に実施している。水質に関して

は有害物質や大腸菌も基準値以下となっているが，海底の泥に含まれる油分は多くの箇

所で水産用水基準を超えている。酸素のない泥の中に閉じこめられた重油は分解するこ

となく残存し,時化などで海底水が揺れて底泥が撹拌される度に浮上することがある。今

後，浚渫などの対策が必要とされている。 

 

 

 

 

 

図 宮城県北部地区のガレキ分布状況 

（サイドスキャンソナー調査結果） 
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写真 浮泥で懸濁したアワビ漁場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）磯根資源の情報提供 

震災後の本県磯根資源の被害状況を調べるため，気仙沼市岩井崎において潜水による磯

根漁場調査を東北区水産研究所とともに平成23年６月29日に実施した。東北区水産研究所

が牡鹿半島石巻市泊浜，気仙沼市岩井崎の潜水調査結果をプレスリリースし，キタムラサ

キウニの減少，エゾアワビ当歳貝の減少，大型海藻の一部喪失等の調査結果が朝日新聞や

ＮＨＫ等で報道された。 

その結果を受けて本県全域にわたる震災後の磯根資源の被害状況を把握するため，アワ

ビ浮遊幼生調査を平成23年７月14日から開始するとともに９月13日からは県内11漁場にお

いて他機関と合同で潜水調査を10月27日まで実施した。調査結果は10月下旬に開催された

県漁協磯根資源部会において関係漁業者に報告して，アワビ漁業再開の判断情報として活

用された。 

県漁協志津川支所からの要請により，震災  

後の志津川湾磯根資源の利用方法を支所が検

討する資料とするため，支所研究会・青年部

と当試験場が共同して，潜水による磯根被害

状況調査を志津川湾内６漁場で実施した。 

付着性の重要資源であるアワビやウニにつ 

いては，その回復状況を定期的な潜水観測で

調査を行っているが，アワビは震災時の当歳

貝がほとんどいなくなり，震災後も泥を被っ

た岩礁には稚貝の分布が見られなくなっている。 

そのため，数年後の資源量の減少が懸念されている。浅所のウニは一時減少したが，深所

から移動してきたウニにより増加傾向が見られている。 

 

図 宮城県北部地区のガレキ分布状況 

（サイドスキャンソナー調査結果）

2011年8月9日調査実施 
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アサリについては，地盤沈下により干潟が消失したが，枠取り調査の結果，震災後に発

生したアサリの稚貝は多数見つかっており，干潟を造成すれば資源の回復は速いものと推

定された。 

（エ）サケふ化場復旧支援 

管内のサケふ化場は３水系５箇所にあったが，大川水系以外のふ化場は全て壊滅的被害

を受けた。応急復旧で親サケが回帰するシーズンまでに採卵が出来る体制を確保したが，

志津川水系の水尻川仮設ふ化場では取水している井戸水の塩分濃度が高くなった。そこで，

水尻川の塩分調査を実施した結果，地盤沈下により満潮時に海水がふ化場脇まで遡上する

ことがわかった。そのため，受精卵を内水面水産試験場や他のふ化場に緊急避難させ，塩

分耐性が比較的高い発眼卵になるまで管理をお願いした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（オ）その他 

○ 平成23年８月29日に毎年恒例の「浜と水試の情報交換会」を兼ねて，気仙沼市魚市

場会議室で東日本大震災に関する平成23年度水産関係調査報告会（県北部地区）を開

催し，震災発生以降に気仙沼水産試験場が行った調査結果を関係者に報告した。沿岸

漁業者28人，漁協関係者７人，流通関係者１人，市町関係者５人，大学・水研関係者

５人，岩手県関係者３人，宮城県関係者24人，報道関係者６人の計79人が参加した。 

○ 津波によりふ化場施設が甚大な被害を受けた南三陸町サケふ化放流事業の今後の対

応について検討するため関係機関と協議を行った。 

○ 気仙沼合同庁舎仮設庁舎の完成に伴い，震災以降間借りしていた気仙沼保健福祉事

務所から平成23年９月26日に移転し，業務を開始した。 

○ 気仙沼水産試験場では船外機付きボートを２艘所有し，日頃から海上での調査作業

を行っていたが，津波により１艘は流失し，１艘は船外機が大破した。今後，海上作

業中に津波が発生した場合，近くの陸上に避難するなど避難方法を検討し確認してお

く必要があると思われる。 

 

（３）水産技術総合センター内水面水産試験場 

ア 初動対応 

地震発生とともに大津波警報が発令されたものの，当試験場は山間部に位置しており，津

波到来の懸念はなかったことから避難はせず，まず，出張中及び休暇取得中の職員も含めた

全職員の安全を確認した。 

その後，試験場内の各施設の破損状況と飼育魚の状況を確認したところ，建物，水槽及び

敷地内舗装面において，ひび割れ，タイルの崩落及びコンクリート片の落下等が確認された

写真 復旧後の水尻川仮設ふ化場 写真 浜と水試の報告会 
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ものの，いずれも小規模であり，大きな破損及び危険箇所は認められなかった。また，飼育

水の濁り等の異常も認められなかった。 

なお，震災後の停電に伴い，停電直後から災害時停電用自家発電機が自動運転を開始した

ものの，約２時間後の 16 時 30 分には，原因不明の故障により停止したことから，その後は

電源供給がなされない中での対応を余儀なくされた。 

17 時 20 分に大和警察署員が来庁し，当試験場の唯一の連絡路である県道及び接続する大

和町道に崩落のおそれがあり，日没後の移動は非常に危険であることから直ちに下山するよ

う勧告された。農林水産部水産業振興課とも協議し，翌日の日中に再度，作業等を実施する

ことを確認した上で，直ちに下山した。 

 

イ 以後の対応 

震災発生直後から当試験場への唯一の通勤路である県道のうち旧升沢集落以西の区間約

6.5km が異常気象時通行規制区間に設定され，一般車両は原則通行禁止とされた。そのため，

通勤にあたっては，集団で行動し，全員による路面等の安全確認を十分に行うなど安全に配

慮した。 

なお，当試験場は豪雪地域に位置しているが，平成 23 年冬期は特に積雪が多く，震災後も

４月下旬まで降雪による積雪が継続した。しかし，上記通行規制により除雪作業が実施され

なかったため，大雪時には数キロメートルの徒歩通勤を余儀なくされた。 

このような状況下の中において，当試験場では次のような震災への対応等を行った。 

○ 内水面民間養魚場の被害状況調査 

○ 津波による影響が懸念される天然アユの遡上状況調査 

○ ギンザケ養殖業の早期復旧に向けた支援 

○ サケふ化場への業務支援 

○ 内水面養殖魚および天然魚の放射能のモニタリング 

○ 余震等の新たな災害に備えた体制の整備 

（ア）内水面民間養魚場の被害状況調査 

当試験場が把握している県内 36 養魚場の被害状況調査を３月下旬から電話等で実施し

た。その結果，36 経営体中 22 経営体で飼育魚又は施設への被害が確認され，うち７経営

体では施設の流失，飼育魚の全滅など甚大な被害を被ったことが確認された。 

（イ）津波による影響が懸念される天然アユの遡上状況調査 

アユは，県内河川漁業の最重要種である。津波発生がアユ稚魚の沿岸滞留時期であった

ことから，内水面漁協関係者及び遊漁者等からは，天然アユ稚魚の減少を懸念する声が出

されていた。そのた

め，当試験場におい

ては，従前同様，宮

城県内の河川におけ

る稚アユの遡上状況

を確認するための調

査を継続して実施し

た。その結果，天然

稚魚の遡上は確認さ

れたものの，その数

量は例年を大きく下

回るものと推察された(図)。 

図 広瀬川下流域での投網 1 回当たりのアユ稚魚採捕尾数 
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（ウ）ギンザケ養殖業の早期復旧に向けた支援 

ギンザケ養殖は 50 から 60 億円を水揚げする本県の基幹的養殖業であるが，震災により

すべての海面養殖と県沿岸部の種苗生産用淡水養魚場が壊滅した。また，内陸部の養魚場

でも大震災による停電などで稚魚が大量へい死し，県全体のギンザケ種苗の 51％が失われ

たことが確認された。特に，石巻市と南三陸町の淡水養魚場では長年継代飼育してきた自

家採卵用親魚のすべてが津波により流失してしまったため，県内における国産種苗の生産

が途絶えることが懸念された。このため，当試験場では，これらの養魚場へ無病で高成長，

遺伝子多様度を保っている親魚候補のギンザケ種苗を提供した。 

今回の支援により直ちに従来規模の生産は不可能であるが，計画的な継代飼育により２

～３年後の完全復旧が見込まれる。 

（エ）サケふ化場への業務支援 

本県の秋サケ漁業は，増殖河川に設置されたふ化場の稚魚放流活動により支えられてき

ている。震災により沿岸部のサケふ化場は，甚大な被害を受けたため，稚魚放流尾数の減

少により，今後のサケ資源が大きく減少することが懸念された。当試験場では平成 23 年度

に卵管理施設が復旧しない２ふ化場の支援として，11 月に合計約 2,300 千粒を受け入れ，

１月まで卵管理した後，約 1,900 千粒を搬出した。これらの卵は両ふ化場で順調に飼育さ

れ，平成 24 年春に健康なサケ稚魚がそれぞれの河川に放流された(表)。 

 

 

 

 

 

 

 

（オ）内水面養殖魚及び天然魚の放射能のモニタリング 

内水面養殖魚の放射能の安全を確認するとともに，調査結果を記者発表や HP で公開するこ

とにより，消費者の不安を解消し，風評被害を防止することを目的に，平成 23 年９から１１

月に県内の内水面養殖場で養殖されているイワナ，ギンザケ，ヤマメの合計７検体を採取し，

分析機関に搬入した。結果は全て基準値以下であった。また，平成 24 年３月１日から渓流魚

（ヤマメ，イワナ）の遊漁が解禁されるに当たり，平成 24 年２から３月に県内の河川で採捕

された天然魚 12 検体を分析機関に搬入した。分析結果に基づき，一部の河川では遊漁が自粛

された。（第９章第２節に掲載） 

（カ）余震等の新たな災害に備えた体制の整備 

当試験場は山間部にあるため携帯電話が通じないことから，停電及び自家発電装置の原因

不明の故障により，外部との通信手段が一時期すべて絶たれる事態となった。このことから，

新たに衛星携帯電話を事務所に配備し，緊急時にも対応出来る通信手段の確保を行った。ま

た，老朽化した非常用自家発電装置の更新に向け作業を進めている。 

 

ウ 震災対応に当たって良かった点及び反省点 

（ア）良かった点 

○ 当試験場は，自然落差方式により河川から取水した用水を各飼育池に導水しており，

停電時にも飼育水が止まることがなかった。また，通常から実験魚を適正に飼育管理

していたことから，魚を死亡させることなく，震災後も通常通り試験研究業務を遂行

できた。 

受け入れ卵数 搬出卵数 生残率
(千粒) (千粒) （％）

大原川 1,200 1,025 85
南三陸町 1,101 843 77
合   計 2,301 1,868 81

ふ化場

表 サケ卵の受け入れ状況 
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○ 当試験場では普段から魚病に対する防疫を徹底し，病原体フリーの環境を維持して

いたため，震災後にギンザケ種苗の提供やサケ卵の受け入れ等が可能であった。 

（イ）反省点 

○ 非常用自家発電機が故障したため，東北電力による電気供給が復旧するまでの約１

週間電気が不通となり，冷凍試料のすべてを失った。自家発電装置は，年１回の定期

検査と月１回の動作確認を行っていたものの，耐用年数の経過後にも使用せざるを得

なかったことから，震災時の過度な運転の結果，故障した。耐用年数経過後には，非

常時に使用する機器の更新は速やかに行うべきである。 

○ 震災当日に非常用自家発電機が故障した後は，乾電池式のラジオを常備していなか

ったため，メディア情報が全く入らなかった。非常用ラジオを常備しておくべきであ

る。 

 

（４）各地方振興事務所水産漁港部 

ア 初動対応  

仙台地方振興事務所水産漁港部（塩竈市），東部地方振興事務所水産漁港部（石巻市）及

び気仙沼地方振興事務所水産漁港部（気仙沼市）の３つの事務所は，津波の浸水により現場

調査が出来ないため，関係漁協，組合及び水産業関係者に連絡し，養殖，漁船等，市場，漁

港等の被災状況と安否確認を行った。ただし，ほとんどが連絡の取れない状況であった。 

東部地方振興事務所水産漁港部では，23 人の職員中，出張者を除く約 11 人が地震後の津

波に伴う浸水により石巻合同庁舎に閉じ込められた。職員は，他部や保健福祉事務所等の職

員と協働して避難してきた住民約 300 人の救護にあたるとともに，自作の筏や近所の船舶販

売店の了解を得て調達したボート等を活用して，合同庁舎付近で孤立していた近隣住民の救

出作業に従事した。４日目（＝３月 14 日）の夕方に自衛隊の救命ボートで合同庁舎を脱出し，

東部下水道事務所にて市内出張先から避難してきた水産漁港部職員と合流するとともに，漁

業関係者の安否確認と被害状況の把握作業を開始した。 

気仙沼地方振興事務所水産漁港部では，地震発生後，事務所にいた職員 17 人に対し速やか

に災害対策本部気仙沼地方支部となる気仙沼保健福祉事務所への移動を指示した。うち１人

は移動中津波により自家用車が流失したものの市内の避難所に避難し，翌日無事を確認した。

保健福祉事務所に到着した職員は直ちに衛星電話１台の設置に取りかかったが，設置方法を

熟知していなかったので設置に時間を要した。 

気仙沼地方振興事務所長が到着後，所内に災害対策本部を設置したことから，職員は支部

の指示の下，情報収集や無線の電源となるポータブル発電機の稼働に従事した。 

３日目ごろから気仙沼合同庁舎から職員が避難してきたことから，地方支部内に情報管理

部と本部体制維持部の体制作りを行い，地方支部としての災害対応ができるようになった。 

 

イ 発災後１か月間の主な対応 

各地方振興事務所水産漁港部の共通対応事項は次のとおり。 

○ 道路状況の確認と目的地までのルート選定作業 

○ 漁業関係者の情報収集や安否確認 

○ 管内の漁協・支所に巡回相談に出向き，情報把握と情報共有に努めた 

○ 被災船舶の悉皆調査を水産業振興課と連携して実施 

【仙台地方振興事務所水産漁港部】 

発災当初から関係者の安否確認を行うとともに，３月 16 日より継続的に被害状況を現地確

認し，被害額算定，被害マップ等被害状況の取りまとめを行った。被害状況の把握にあたっ
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ては，漁船や養殖・共同利用施設等被害状況把握に努めた。 

発災後，１か月間職員は，24 時間体制で勤務しているため，体調・精神的にも負担が多く，

被災後の勤務態勢について，県として適正な配置体制の調整が行うことが必要である点は課

題を残した。 

【東部地方振興事務所水産漁港部】 

事務所が津波により被災し使用不可能となったため，３月 18 日から被災を免れたＪＦみや

ぎの３階に間借りして業務を再開した。仮設事務所の立地上，県の情報ネットワークにアク

セスできず，また通信手段も衛星携帯電話のみに限定されるというきわめて厳しい執務環境

ではあったが，ＪＦみやぎ及び水産技術総合センターの職員と連携し，毎日おおむね３班体

制で管内の漁協・支所に巡回相談に出向き，被害状況の把握に努めるとともに，水産業振興

課と連携して被災船舶の悉皆調査に従事した。また，市町村管理漁港も含めた管内漁港の被

災状況を調査して被害額の概算，被災マップの作成等の取りまとめを行いつつ，石巻漁港と

女川漁港を最優先に管内漁港の啓開作業を実施した。一方，４月上旬から津波被害により常

温のまま水産加工団地の冷凍庫内に放置されていた加工品及び加工原料の処分を開始した。 

【気仙沼地方振興事務所水産漁港部】 

県災害対策本部気仙沼地方支部を気仙沼保健福祉事務所に設置されていることが東北電力

株式会社に伝わっていなかったため，電気の復旧が遅れ，夜間の作業が出来ない状況が続い

たが，東北電力株式会社へ依頼し気仙沼市役所から２日遅れで復旧対応された。また，支部

組織の充実により，被災を免れた他公所の公用車の使用が可能となり，各種の被災状況の把

握を行った。さらに，保健福祉事務所に市内の県各地方機関が集まったため，作業場所もな

い状況であったが，水産漁港部で１室を確保することができ，各種収集情報の整理及び部内

での情報共有を図った。 

 

ウ 発災後１か月以降の対応 

各地方振興事務所水産漁港部の共通対応事項は次のとおり。 

○ 水産関連施設等の被災状況調査を継続して実施し，被害額等の把握に努めた。 

○ 養殖や沿岸漁業等の再開に向けた施設整備や種苗確保支援を行った。 

○ 加工・流通施設整備に向けた指導を行った。 

○ 共同漁船建造・漁具等整備に向けた指導を実施した。 

○ 陸上へ打ち上げられた漁船の悉皆調査を水産業振興課と合同で実施した。 

○ 中小企業グループによる施設復旧での制度活用に向けた説明・指導を実施した。 

○ 被災した漁船の抹消手続き事務を随時実施した。 

【仙台地方振興事務所水産漁港部】 

〔地域概要〕 

○ 仙台管内の水産業については，壊滅的な被害を受けた地域がある反面，一部地域によ

っては国の補助事業などを活用し，施設の修繕や応急的な嵩上げ等により，生産の再開

が可能な地域・漁業種もあったが，本格的な復旧には，未だ時間がかかる状況にあった。 

○  生産者の多くは仮設暮らしを余儀なくされ，ガレキ作業等は行っているものの，壊滅

的な被害による精神的な疲労と，資金難等から漁業再開に向けての意欲は低下していた。 

○  このため，水産漁港部としては，漁業協同組合，県漁業協同組合・各支所の職員との

定期的な情報共有・交換の場を設けるとともに，各浜を廻り，漁業者と漁業の再開に向

けた話し合いを進めた。 
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〔取  組〕 

〈沿岸漁業の早期再開に向けた取組〉 

○  漁業生産の場である海域が，ガレキの流入等により漁場生産力が低下したため，漁場

生産力の回復を図るため，漁業者と連携しガレキの位置確認と漁場ガレキの撤去作業を

進めた。 

○  被災した養殖業の早期再開を図るため，個人施設である養殖施設の被害状況を把握し，

国の制度である激甚災害法に基づく査定を県として受け，個人施設の整備に向けた支援

体制の強化を図った。加えて，県及び国の補助事業を活用し，被災した陸上のカキ処理

場等の生産拠点施設の修繕・整備に向けた指導・支援を実施した。 

○  漁船漁業の早期再開に向けて，国の補助事業を活用して，漁船・漁具の早期取得を図

るための指導・支援を行った。 

〈新しい経営体の導入〉 

○  経営体の多くが個人経営体であり，資金難から漁業の再開が難しいため，漁業の早期

再開を図るため，グループ化や協業化による新たな経営体の組織化に向けた取組を推進

した。 

〈水産業の集積拠点・漁業拠点の整備に向けた取組〉 

○  水揚げに必要となる漁港の早期復旧を図るため，国の補助事業を活用するための県営

漁港の査定を受けるとともに，各市町漁港の査定に向けて指導・支援を実施した。 

○  水揚げ拠点である魚市場の機能回復と新たな整備を進めるために，修繕事業を実施す

るとともに，塩釜魚市場の整備計画の策定について指導・支援を実施した。 

○  被災した水産加工業の，再建・整備に向けて，国の補助事業を活用し，施設整備を進

めるための指導・支援を実施した。 

【東部地方振興事務所水産漁港部】 

○  ４月 18 日に石巻専修大学体育館を間借りし，ＪＦみやぎから移転した。また９月 26

日には石巻合同庁舎の復旧工事完了に合わせて，元の執務場所へ戻り業務を再開した。 

○  管内 57 漁港のうち，緊急支援物資等の入港や離島航路を確保するため，まず，石巻漁

港，女川漁港，網地，仁斗田，鮎川漁港等の啓開作業を優先して実施し，それらを含め

県管理漁港 11 港については６月から７月にかけて作業をおおむね完了。 

○  また，養殖業の早期再開を図るため，漁場ガレキ堆積物の撤去・回収作業を５月より

開始し，平成 24 年３月までにおおむねの作業を完了（次年度以降も撤去・回収作業は継

続）。 

○  ３月 30 日に発足した石巻地区の水産復興会議に出席し，県が実施する復旧工事の内容

やスケジュールなどについて関係者に情報提供を実施。以降，毎月２回程度の頻度で開

催される当会議に事務所も毎回参加し，県の施策の推進状況等の情報提供に努めた。 

○  また，水産業の円滑な復旧・復興に向けて市町との情報共有を図るため，石巻市や女

川町との意見交換を実施したほか，管内の漁協関係者等との情報交換会を開催し，漁港

の啓開作業や漁場ガレキの撤去状況，養殖施設の災害復旧事業等について説明し，意見

交換を実施した。水産関連企業についても，それぞれの被災状況の把握に努め，国から

情報収集した支援制度の活用に向けた説明・指導を実施した。 

○  併せて，水産業の早期復興を支援するため，共同利用漁船等復旧支援対策事業，水産

業共同利用施設復旧支援事業，中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業などの国や

県の各種補助事業の実施にあたり，申請者に対する助言や指導，補助金支出に係る履行

調査などの業務に重点的に取り組んだ。 
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【気仙沼地方振興事務所水産漁港部】 

○ 復旧に向けた取組では各種支援等事業への取組支援を行い，水産業の復旧に努めると

ともに，市町等の災害対策本部会議等へ出席し，県の災害復旧取組状況を説明するとと

もに，地元からの要望把握に努めた。 

○ 魚市場再開など施設復旧への支援，流通加工業界への支援を行った。 

○ 気仙沼市内の冷凍水産物の海洋投入にあたって，地元の関係する業界調整等（連絡体

制の整備など）を実施した。 

○  養殖や沿岸漁業，さけます増殖事業の再開に向けた施設整備や種苗確保等への支援を

行った。 

○ ワカメやホタテガイの種苗生産を気仙沼水産試験場と共同で指導し，必要な種苗を確

保した。 

○ 被災したサケ孵化場について関係者と協議を重ね復旧計画を策定した。 

○ ９月 26 日にこれまで間借りをしていた気仙沼保健福祉事務所から新たに建設された

気仙沼合同庁舎仮設庁舎に執務場所を移転し活動を再開した。 

○ 平成 23 年４月 11 日から翌５月２日までの期間で，気仙沼地方振興事務所水産漁港部

を中心に当時気仙沼の事務所に応援に来ていた漁業取締船などの船舶職員で調査チーム

を編成し，沿岸及び市街地，津波が到達した内陸の山林などの地域において，被災漁船

の調査を実施，記録した。管内合計で計 1,427 隻の漁船や一般船舶が陸上に打ち上げら

れるなどの被災状況が明らかになり，これらの記録を基に，船舶及び所有者の特定並び

に被災船舶の登録抹消等事務の迅速化に繋げるとともに，打ち上げられた漁船の処分は

大変な困難を来たしたが，調査結果を基に，本格的な処分方法が検討され，平成 24 年３

月から本格的に開始された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 課題等（各水産漁港部共通） 

○ 国の補助事業については，水産庁と連携し制度説明等を実施したが，一部情報の共有

化や，漁業協同組合，漁業者の得ている情報が錯綜していたため，補助主体としての情

報の共有化・発信が必要であった。特に被災時は，各浜で漁業者の減少等が発生するが，

漁業者は被災前と同等の施設を希望する等，将来過大施設となり維持管理も難しくなる

ことから，補助制度とそれを理解した上で，将来に遺恨を残さない適正規模の施設整備

についての話し合いを十分行って行くことが重要である。このためには，指導する側の

人員の増強が必要不可欠である。 

○ 被災地の復興に向けては，国の補助事業等を活用するが，事業化までに時間がかかる

ことから，大規模災害の場合は，必要とされる事業については，県として必要とされる

復興に必要な予算枠を確保し，県の判断で取り組みが進められるような制度を確立する

ことが必要である。さらに，国の補助事業は，制度的に被災者が自ら事業費を確保し実

施する必要があるが，被災者が事業費を確保することは難しく，補助制度の弾力的な対

応を進めることが必要である。 

写真 被災した漁船の悉皆調査 
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○ 被災地の復興には，被災地域を廻り，被災者との話し合い，補助事業の手続き等，人

的パワーが必要であり，現状の組織体制では復興への取組が難しい状況にある。このた

め，各組織の業務状況を判断し，全庁横断的に，各公所から要求が出された人員の調整

を早急に進める必要がある。全庁内，県外，臨時雇用等の体制整備が必要であるととも

に，短期支援では復旧事業の取組も進まないことから，１年単位での派遣・雇用等の支

援体制が必要である。 

 

��� 水産業施設対� 

� ������被害��の�� 

水産業基盤整備課は，地震発生直後から宮城県漁業協同組合及び水産業関係者から電話等によ

り各漁港等の被害状況について情報収集したほか，職員が現場確認を行い，各漁港等の被害状況

の確認を行った。また，県内に支店・営業所がある建設コンサルタント業者に委託し，被災状況

調査や被災額の算定等を行った。 

４月初旬には，海上保安庁のヘリコプターに職員が同乗し，県中部から北部にかけての各漁港

被害状況について上空から調査した。 

平成 24 年３月末時点での漁港被害   漁港施設…1,219 か所，被害額…414,363,339 千円  

 

� ����������への��� 

漁港等の早期復興のため，次の政府要望を行った。 

○ 養殖施設・種苗生産施設の再建に対する支援 

○ 公共土木施設の災害復旧費に対する国庫支出金交付率の嵩上げ 

○ 被害状況調査費に対する国庫支出金交付制度の創設 

○ 水産養殖生産物被害額に関する国庫支出金交付制度の創設 

○ 特定施設に対する国による復旧事業の復旧の実施 

○ 津波浸水区域に係る災害復旧事業期間の延長 

○ 災害復旧事業の対象とならない漁港区域への国庫支出金交付制度の創設 

○ 災害査定手続きの簡素化 等 

 

� ��の�害����� 

緊急優先的に取り組まなければならなかったことは，各漁港の接岸岸壁の確保と救援物資の受

け入れ等に必要な輸送航路又は輸送道路を確保するため，先ず災害廃棄物を撤去することであっ

た。 

航路・泊地内の災害廃棄物を撤去するため，社団法人日本埋立浚渫協会に依頼し，日々，作業

船の回航予定を別表により調整しながら全国から作業船を呼び集めて，対応にあたるとともに，

作業の進捗状況について別図により，日々，情報共有を図った。最大時には 25 隻の作業船で災害

廃棄物撤去を行った。また，岸壁からの陸路確保から漁港の一部の臨港道路において，応急工事

による嵩上げを実施した。 

県営主要５港（気仙沼・石巻・塩釜・女川・志津川漁港）の緊急物資海上輸送航路確保のため，

３月 19 日に気仙沼漁港から災害廃棄物撤去に着手し，６月 30 日までに５漁港を開港した。それ

以外の県営 22 港においても航路・泊地の災害廃棄物を撤去し，７月 11 日までに工事を終了した。 

市町営漁港においても災害廃棄物撤去を実施しており，12 月末の完了を目標に順次撤去工事を

完了した。 
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実施海域 実施期間 回収量（ｍ３） 備考

気仙沼海域 H23.5.19～H24.3.9 38,719

南三陸海域 H23.6.9～H24.2.29 39,784

河北～牡鹿半島先端海域 H23.5.16～H24.2.3 26,470

牡鹿半島先端～東松島市波島海域 H23.5.23～H24.2.20 27,898

東松島市波島～山元町海域 H23.5.23～H24.1.18 16,422

合　　　　計 149,293

� ��の�害���撤去 

漁場の災害廃棄物撤去については，沿岸漁場を５つのブロック（気仙沼市沿岸，南三陸町沿岸，

石巻市北上町～牡鹿半島先端沿岸，牡鹿半島先端沿岸～東松島市波島先端，東松島市波島先端～

山元町）に分け，石巻市北上町～牡鹿半島先端沿岸漁場は５月 16 日，気仙沼市沿岸は５月 19 日，

牡鹿半島先端沿岸～東松島市波島先端と東松島市波島先端と山元町沿岸は５月 23 日，南三陸町沿

岸は６月６日から撤去作業に着手した。撤去作業は，早期に養殖再開が期待されるワカメや種ガ

キの漁場から優先して行い，優先的に撤去作業を行ってきたワカメや種ガキ漁場は，７月末で一

通り終了した。引き続き，他の養殖漁場の撤去作業を継続し，２月末までにほぼ養殖漁場全域の

撤去作業を行い，合計で約 15 万㎥の災害廃棄物を撤去した。撤去した災害廃棄物は，漁港岸壁等

へ仮置きし，環境生活部震災廃棄物対策課や関係市町と調整の上，各市町村の指定する一次仮置

き場まで分別の上運搬した。 

なお，作業にあたっては，漁場のどの場所に災害廃棄物が堆積しているかを調べるため，サイ

ドスキャンソナーを用いた海底状況調査を４月から７月末まで実施した。調査の結果，気仙沼湾

から万石浦にかけては全般的に災害廃棄物が多く，特に各湾の湾奥ほど多い傾向が見られた。東

松島市から山元町にかけての仙台湾については，災害廃棄物の分散に大きな偏りはみられなかっ

た。また，一部災害廃棄物が少ない海域も見られた。松島湾については，湾奥部は少ないものの，

湾口部で比較的多い状況にあった。これらの調査結果については，県が委託する災害廃棄物撤去

業者へ情報提供し，作業の効率化を図った。 

さらに，本県沖合漁場における災害廃棄物の堆積状況を調べるためマルチスキャンソナーによ

る海底状況調査を９月末から 12 月まで実施した。その結果，約 250 万㎥のガレキが沖合域へ流出・

堆積しているものと推定された。 

現在行っているクレーン船等を利用したガレキ撤去は水深 20ｍ程度が限界であり，水深 20ｍ以

深に堆積したガレキの撤去をどのように行うかが課題である。 

 

表 各海域におけるガレキ撤去の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

石巻市北上町～牡鹿半島先端海域
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 ＜漁場におけるガレキ撤去工程＞ 

 

 

 

 

 

 

漁場に漂流・堆積したガレキを起重機船等で撤去 

 

 陸揚 

                             

 

 

 

      分別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   市町の指定する仮置場へ搬出 
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� 漁港の応急工事��������冠水対�� 

気仙沼漁港，石巻漁港などでは，航路・泊地の災害廃棄物撤去と同時に，海上からの救援物資

の受け入れ準備として，地盤沈下した岸壁や臨港道路等の嵩上げ応急仮工事を実施した。臨港道

路の嵩上げ工事については，３月末から５月末までにおおむね完了した。また，気仙沼漁港にお

いては，６月のカツオの水揚げに対応するため，岸壁 L=200m を 60cm 嵩上げし，６月 28 日には震

災後初のカツオの水揚げが行われた。 

なお，各漁港においても同様に，岸壁及び物揚場の漁港関係者と調整を行い必要最低限の嵩上

げ工事を実施した。 

気仙沼漁港や志津川漁港において，被災により海岸保全施設の海岸護岸が沈下及び崩壊したた

め，波浪等の影響による海水の流入防止及び国土を保全する目的で，応急仮設工事（大型土嚢設

置）を平成 24 年３月までに終了した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※気仙沼，石巻漁港の直轄代行について 

全国的な水産物の生産・流通の拠点漁港である気仙沼，石巻では，壊滅的な被災を受け，漁港

機能が失われた。また，全国の水産業や水産物の安定供給に及ぼす影響が大きいことから県は宮

城県水産業復興プランに最優先に復旧復興を図る漁港として位置付け，水産庁と協議の上，漁港

施設として最も重要で早期の復旧が必要な施設について，直轄代行を要請することとなった。 

水産庁では，宮城県の代行要請を受け，新たに災害復旧代行班を編制し対応が図られることに

なった。 

 

岸壁冠水状況 岸壁嵩上げ状況 震災後初のカツオ水揚げ状況

気仙沼漁港の岸 壁応急工事状況

－　　－171



第６章 水産業被害への対応 

- 172 - 
 

漁場生産力回復支援事業 実施期間 参加漁協数 のべ参加数（人） のべ隻数（隻） 回収量（ｍ３）
一般回収型 H23.5.16～H24.3.25 6 454,443 60,228 80,424
広域回収型 H24.2.13～H24.3.29 4 2,312 513 1,529

操業中回収型 H23.9.6～H24.3.16 1 － － 2,275
合　　　計 H23.5.16～H24.3.29 6 456,755 60,741 84,228

６ 漁場生産力回復���������の支援 

業者によるクレーン船等を用いた漁場の災害廃棄物撤去を進めるとともに，早期の漁業生産力

の回復を図るため，漁場を漂流している細かい災害廃棄物や磯場に漂着した漂流物の回収などを

実施する漁業者や漁業従事者及び地域住民に対し労賃を支給する事業を行った（一般回収型漁場

支援回復事業）。さらに，操業中に回収したガレキの処理に対する支援（操業中回収型漁場支援回

復事業）を行うとともに，底曳網漁船による広域的なガレキ撤去作業への支援（広域回収型漁場

支援回復事業）も行った。 

また，底曳網漁船によるガレキ撤去作業を行う際に，通常の底曳網ではガレキ等による網の破

損が著しいことから，効率的に漁場へ堆積した災害廃棄物の撤去を行うため，海底清掃のために

底曳網漁船が使用する災害廃棄物回収装置（災害廃棄物撤去専用の丈夫な底曳網）の購入費につ

いて，４漁業協同組合へ補助を行い，広域回収型漁場支援回復事業と併せて効率的なガレキの回

収作業を実施した。 

表 漁場生産力回復支援事業におけるガレキ撤去の状況 

 

 

 

 

 

＜漁業者によるガレキ撤去への支援＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 各浜で漁業者がガレキ回収

を実施（一般回収型） 
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＜底曳網漁船のガレキ回収装置購入への支援＞ 

 

 

 

写真 船へ装備したガレキ回収装置 

 

 

                        

� 漁�の�害�� 

甚大な津波被害を受けた県営 27 漁港の災害復旧工事を実施するため，国の災害査定を受けた。

（７月 19 日から 22 日までの第１次査定から 12 月 26 日から 28 日までの第 13 次査定を実施。） 

これに先立ち，被害調査・詳細調査及び設計業務を業者への業務委託により実施した。また，

市町営 113 漁港の災害査定（11 月７日から 11 日までの第 8 次査定から平成 24 年１月 23 日から

27 日までの第 16 次査定を実施。）についてもスムーズに行われるよう査定随行及び実施査定にお

ける技術的助言などの支援を行った。  

災害査定の決定を受けて，平成 24 年３月から石巻漁港を始め災害復旧工事を発注し，本格復旧

に着手した。また，市町営漁港についても査定決定を受け，本格復旧に向けた技術的助言などの

支援を行った。 

 

� 水産業������������の��支援 

水産業共同利用施設については，県内ほとんどの施設が被害を受け，その施設の復旧には国の

１次補正から３次補正予算を活用し早期復旧を支援した。 

国の１次補正予算の災害復旧事業では，平成 23 年 12 月に県内の６施設（共同カキ処理場，ノ

リ加工処理施設，養殖施設等）で，国の災害査定を受け，ほぼ申請通りの査定額（査定決定額

127,676,000 円）が認められ被災した施設を原形復旧した。 

その他のカキ処理場やノリ加工処理施設，ワカメ・ホタテ・ホヤなどの作業場の修繕や，機能

回復に必要不可欠な機器の購入には，国の２次補正予算の復旧支援事業を活用し早期復旧を図り，

養殖業の再開を推進した。 

また，漁業協同組合及び漁業生産組合が本格復旧に向けた施設整備に対し，国の３次補正予算

の復旧整備事業で支援し，養殖業の復興を推進した。 

写真 主に沖合い海域において様々なガレキを回収 

   （広域回収型） 
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水産業共同利用施設事業��施状況

単位：千円

件数 総事業費
予算額

（補助金ベース）
件数

予算額
（補助金ベース）

件数
事業費

（補助金ベース）

126,676 6 120,691

(100%) (100%) (95%)

124 1,574,636

(37%) (37%)  

1 43,291

(0.8%) (0.34%)

125 1,617,927

(18%) (8.0%)

事業名

総件数 内訳 進捗状況（完了分）

備考

水産業共同利用施設復旧支援事業 466 6,239,944 5,195,926

323 4,131,274

120 864,923 － －

23 199,729 － －

200 17,825,836 14,849,813

126 12,608,962

74 2,240,851

水産業共同利用施設災害復旧事業 6 134,070 126,676

－ －

合計 672 24,199,850

国２次補正

国３次補正

国１次補正6

20,172,415

水産業共同利用施設復旧整備事業

 

個人の所有する養殖施設の復旧について，平成 23 年８月 12 日に国から災害査定を受けるため

の当該事業の調査要領が示されたため，当該事業の内容や事務手続き等について，漁協，市町村

等関係機関向けに説明会を開催した。 

当県においては，同様の災害復旧事業を平成 22 年２月のチリ地震津波による被害の際にも実施

していたことから，事業内容については関係機関に理解されており，また，同要領が示される前

から作成可能な資料等については準備を進めることができた。 

災害査定に当たっては，被害を受けた各養殖施設の復旧に係る費用を，当該施設を構成する資

材単位で県設定の単価に基づいて算出する必要があることから，生簀やロープ類等 630 品目につ

いて県内外の業者 24 者から見積を徴収した。 

チリ地震津波での災害復旧事業の際には，11 者からの見積徴収であったが，今回は資材の品目

が非常に多かったため，可能な限り見積徴収を行う業者を増やした。また，被害施設を精査して

いく中で，見積徴収済み以外の資材が判明したことから，平成 23 年 11 月 14 日に追加で見積徴収

を行った。 

一方，県内業者の多くは沿岸域に存在しており，今回の震災により被災した方も多かった。そ

のため，材料の納入見込が立たないことや従来の商品を取り扱えない状況にあることなどから見

積を出せないという状況にあったが，文書による見積依頼後も，可能な限り協力をいただけるよ

う再三依頼した。 

平成 23 年 12 月５日～９日にかけて気仙沼市，南三陸町内の漁業者の養殖施設について，国の

災害査定を受けた。497 件の申請で，災害復旧事業費として 2,342,057,320 円が認められた。平

成 23 年 12 月 19 日～22 日にかけて東松島市～亘理町までの沿岸市町の漁業者の養殖施設につい

て，国の災害査定を受けた。307 件の申請で，災害復旧事業費として 880,146,440 円が認められ

た。平成 23 年 12 月 26 日～28 日，平成 24 年１月 16 日～20 日，平成 24 年１月 23 日～27 日にか

けて，石巻市，女川町の漁業者の養殖施設及び気仙沼市，南三陸町内の内水面養殖施設について，

国の災害査定を受けた。1,429 件の申請のうち，1,426 件で災害復旧事業費として 1,059,837,470

円が認められた。 

第１次から５次までの災害査定全体で，2,230 件で災害復旧事業費として 15,820,576,230 円が

認められ，査定率は 99.8％であった。 

災害査定に関する事務作業等は膨大であったため，水産業基盤整備課及び各地方振興事務所水

産漁港部の既存人員では対応が難しかったが，水産技術総合センターから職員を前述の各公所に

１～２名の派遣により対応することができた。 

平成 24 年２月 20 日に，当該事業の補助金交付に関する説明会を漁協，市町村等関係機関向け
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に開催し，今後の補助金交付に関するスケジュールや事務手続き等について説明を行った。 

災害査定が１月末頃まで実施されたことや災害復旧に関する多種多様な事業が存在しているこ

となどから，当該事業の補助金交付に関するスケジュールは非常に厳しいものであったが，前述

の人員派遣等もあり，年度内に補助金交付決定や概算払等の必要な手続きを進めることができた。 

今後，同様の災害復旧事業を実施する際には，事業実施に一連の流れを勘案し，国から災害査

定を受けるための調査要領が示される前から各種手続きの準備及び人員体制を整えるべきである。 

 

表 養殖施設災害復旧事業災害査定結果 

件数 被害額 災害復旧事業費 国庫補助金 件数 災害復旧事業費 国庫補助金

第１次 497 8,695,271,412 2,376,296,640 2,138,666,976 497 2,342,057,320 2,107,851,588 98.56%

第２次 307 3,647,082,253 2,880,146,440 2,558,729,910 307 2,880,146,440 2,558,729,910 100.00%

第３次 282 4,852,712,868 3,112,980,930 2,801,682,837 282 3,112,143,510 2,800,929,159 99.97%

第４次 559 6,549,303,683 4,927,218,780 4,434,496,902 559 4,927,218,780 4,434,496,902 100.0%

第５次 588 3,512,820,583 2,559,316,510 2,303,384,859 585 2,559,010,180 2,303,109,162 99.99%

合計 2,233 27,257,190,799 15,855,959,300 14,236,961,484 2,230 15,820,576,230 14,205,116,721 99.78%

申請時 査定結果
査定率

 

 

� �����の応�復旧 

県内 18 河川 20 か所のさけふ化場のうち７河川８ふ化場が壊滅的な被害を受け，親魚捕獲施設

については８河川８ふ化場が大きな被害を受けた。また，県内４地域で実施されていた海中飼育

の施設も津波により全壊した。さらに，内陸部で津波被害を免れた 12 ふ化場や親魚採捕施設につ

いても，地震による被害が多く見られ，復旧に多額の費用を要する状況であり，平成 24 年春のサ

ケ稚魚放流に向けた生産に大きな障害となった。このため，平成 24 年春にさけ稚魚を放流できる

よう，大きな被害を受けた５か所のサケふ化場の飼育池や揚水ポンプなどの応急復旧や４か所の

海中飼育施設の整備等への支援を行った。また，サケは加工・流通等の関連産業を含め，本県の

沿岸漁業を支える重要な魚種であることから，平成 24 年春のサケ稚魚生産・放流を最大限に確保

するための調査や計画づくりを行うとともに，本県が定めた平成 23 年度のサケ稚魚生産計画を達

成するため，緊急支援として放流種苗の確保に要する経費の支援を行った。 

その結果，当該年度のサケ沿岸捕獲数は，127 万尾（前年比 77％）と低調であったが，サケ稚

魚の放流数は，５カ所のサケふ化場の復旧や県内のサケふ化場間の種卵や稚魚の移出入，内水面

水産試験場の協力による発眼卵生産などを行い，約 5,300 万尾（前々年比 80％）のサケ稚魚の放

流を行うことができた。 
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�� �����（�����）の災害������場�����災への対応 

８月 28 日 20 時 15 分ごろ，防災無線にて気仙沼市の波路上漁港の災害廃棄物置き場（気仙沼市

が県から占用許可を受けた部分）から火災が発生したとの連絡を受け，気仙沼地方振興事務所水

産漁港部では，部長ほか２人で現場に向った。20 時 40 分ごろ現場に到着し，現場確認をしたと

ころ，火は大きく，黒煙も出ており，消防は既に放水している状況であった。８月 29 日３時頃ま

で，消防本部にて，消防，市，警察，県で情報共有を図るなどの現場対応を行った。災害廃棄物

約 25,000 ㎡が焼け，８月 29 日６時ごろにようやく鎮火した。 

９月 11 日にも再び同じ場所で火災が発生したため，火災発生防止策等の徹底及び発生の際の連

絡について，市長あて通知を行った。 

 

�� ����の業����� 

県ではプレジャーボート（漁船以外の海洋レジャーを目的とした船舶）の漁港内への無秩序な

放置・停係留等によるプレジャーボート利用者と漁業者とのトラブルを防止する目的で漁港内に

漁港管理者の許可を受けてプレジャーボートを係留できる施設を指定しており，震災以前は県管

理漁港だけで合計 700 隻近くの船舶が許可を受けて施設を利用していたが ， ３月 11 日の地震及

び津波により，県が管理する漁港すべてが被災し，ほとんどの船舶が流失した。 

気仙沼市では，魚市場の屋上にある「気仙沼漁港の駐車場」まで津波は到達しなかったものの，

陸には多くの大型船舶が打ち上げられ，その撤去について大きな問題となっていた。 

写真 被災したサケふ化場（気仙沼市本吉町小泉川サケふ化場） 
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漁港施設自体の被害もまた甚大であり，基本施設である岸壁等が崩れ，船舶の係留が事実上不

可能な状態となり，また，地盤沈下による冠水が著しく，係留施設として根本的に機能しない状

態となっていることが想像された。そのため，水産業基盤整備課は，至急，漁港管理者として指

定施設の状況確認等行う必要があったが，発災直後は余震が断続的に発生する危険な状況が続い

ており，また，指定管理者側も混乱期にあったことから，状況が落ち着くまで具体的なアクショ

ンを起こせなかった。 

しばらくして，県内の状況が被災の混乱期から相対的安定期に入った段階で指定管理者に対し

て調査・ヒアリングを行うこととした。３日間に及ぶ調査・ヒアリングの結果，奇跡的に仙台管

区内にある磯崎漁港や桂島漁港では船舶が流失していないことが確認された。塩釜・松島周辺は

多くの島々が津波に対して緩衝材として機能したことにより自然に減災されたものと推察され

る。 

一方，東部管区，気仙沼管区において船舶が残っていた施設はなく，予想通りプレジャーボー

トの係留機能を果たさないことが明らかとなった。 

船を指定施設以外に無秩序に係留されることは，震災復興の妨げになるおそれがあること，ま

た，使用可能性がある施設の指定管理者に継続意思があったことから，使用可能な施設について

は従来どおり指定管理者が管理することとし，被災により，しばらく使用可能となる見込みのな

い施設等については，指定管理者に業務停止命令を行い，県が直営で管理することとした。現在，

施設が復旧するまでは原則許可しないこととしている。 

指定管理による施設管理は施設が復旧した段階で，順次再開させる予定であり，８月１日には

平成 24 年度の指定施設の管理者を公募した。 
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�� ���漁港の���������� 

「漁港施設用地等利用計画の策定について（平成２年３月 15 日付け２水第 40 号水産庁長官通

知）」に基づき，漁港ごとに漁港施設用地等利用計画が策定され，利用計画どおりの目的に使用さ

れることとされているが，東日本大震災からの復旧・復興のためには，利用計画に縛られずニー

ズに応じた使用が迅速にできることが求められる。そこで，水産庁は漁港施設用地等の利用の取

扱いについて検討を行い，「一時的な利用計画を変更する場合の取扱いについて（平成 23 年６月

６日付け水産庁漁港漁場整備部計画課長通知）」や「東日本大震災復興に伴う国庫補助事業等によ

り取得した漁港施設の財産処分及び国庫補助事業で整備された漁港施設用地の一時利用の取扱い

について（平成 23 年８月５日付け 23 水港第 1433 号水産庁長官通知）」により，簡易な手続きで

一時的に利用計画と異なる使用をすることが認められることになった。 

そこで，水産業の早急な復旧を図るため，県管理漁港に以下のものを設置することとなり，上

記の通知に基づき，一時的な利用計画の変更の手続きを行った。 

 

（１）仮設荷捌き所（志津川漁港） 

震災により，志津川漁港では荷捌き所が被災し，魚市場機能が喪失した。志津川漁港の主力

はシロザケであり，南三陸町の産業復興の起爆剤としてシロザケ回帰・漁獲時期の秋までに魚

市場を再開する必要があり，早期に魚市場機能を復旧させるため，被害の比較的少ない野積場

用地及び道路用地に仮設荷捌き所を設置する必要が生じた。そのため，「利用計画変更届（一時

利用）」を提出し，水産庁に受理された。 

 

（２）仮設造船所（志津川漁港） 

震災により，岩手県から福島県までの広い地域の小型漁船の建造や修理等を担ってきた造船

所が全壊し，土地も一部流出して被災したため，漁業者が使用する小型漁船の修理・新造がで

きなくなった。このため，南三陸町は，独立行政法人中小企業基盤整備機構（以下「中小機構」

と記載）の仮設施設整備事業を活用し，町が運営・管理する仮設造船所を志津川漁港内に設置

し，町内の造船，鉄工，電気事業者からなる業界団体に事業を行わせることにより水産業の早

急な復旧を図ることとなった。そのため，「補助事業で整備された漁港施設用地の一時利用届」

を提出し，水産庁に受理された。 

 

（３）製氷室，砕氷機，冷凍コンテナ（女川漁港） 

震災により，女川漁港では，岸壁や用地が流失し，製氷・冷凍施設も被災して製造が停止す

るなど，壊滅的な被害を受けた。付近の－４ｍ岸壁を嵩上げして仮復旧を行い，水揚げできる

場所を確保したが，水揚げした魚を受け入れるには，氷の供給，冷蔵機能の保持が欠かせない

ため，早急に製氷室，砕氷機，冷凍コンテナ棟を設置する必要があった。そのため，「利用計

画変更届（一時利用）」を提出し，水産庁に受理された。 

 

（４）砕氷機，冷凍コンテナ（女川漁港） 

震災により，女川漁港の東洋冷凍㈱の製氷工場も製造停止を余儀なくされた。付近の－４ｍ 

岸壁を嵩上げして仮復旧を行い，水揚げできる場所を確保したが，水揚げした魚を受け入れる

には，氷の供給力アップが欠かせないため，早急に砕氷機，冷凍コンテナ棟を設置する必要が
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あった。そのため，未利用となっていた隣接地を含め，施設を拡張することとし，「利用計画

変更届（一時利用）」を提出し，水産庁に受理された。 

 

（５）事務所棟・浄化槽（女川漁港） 

震災により，女川漁港の魚市場も壊滅的な被害を受けた。漁業の復興のためには，魚市場の

機能回復が必要不可欠であるため，女川町は，中小機構の仮設施設整備事業を活用し，事務所

棟及び浄化槽を設置し，市場と密接な係わりのある事業者に漁港の管理・運営等の事業を行わ

せることにより魚市場機能の早急な機能回復を図ることとなった。そのため，「補助事業で整備

された漁港施設用地の一時利用届」を提出し，水産庁に受理された。 

 

（６）事務所棟，浄化槽，便所，受変電設備（女川漁港） 

震災により，女川漁港の魚市場も壊滅的な被害を受けた。漁業の復興のためには，魚市場の

機能回復が必要不可欠であるため，女川町は，中小機構の仮設施設整備事業を活用し，事務所

棟等を設置し，漁港の管理・運営等の事業を行わせ，魚市場機能の早急な機能回復を図ること

となった。そのため，「補助事業で整備された漁港施設用地の一時利用届」を提出し，水産庁に

受理された。 

 

（７）事務所棟，仕分作業棟，便所，トラックスケール（石巻漁港） 

震災により，石巻漁港の魚市場も壊滅的な被害を受けた。漁業の復興のためには，魚市場の

機能回復が必要不可欠であるため，石巻市は，中小機構の仮設施設整備事業を活用し，事務所

棟等を設置し，市場と密接な係わりのある事業者に漁港の管理・運営等の事業を行わせ，それ

により魚市場機能の早急な機能回復を図ることとなった。そのため，「補助事業で整備された漁

港施設用地の一時利用届」を提出し，水産庁に受理された。 

 

（８）共同利用施設（塩釜漁港） 

震災により，塩釜漁港区域内にある開放実験室も被災したが，再建の目処が立たない状況で

あるため，塩竈市は，中小機構の仮設施設整備事業を活用して共同利用施設を設置し，加工業

者等に加工業に必要な検査・分析等を行わせ，復興を図ることとなった。そのため，「利用計画

変更届（一時利用）」を提出し，水産庁に受理された。 

 

（９）事務所棟（荒浜漁港） 

震災により，荒浜漁港区域内の各施設も大きな被害を受けた。漁業の復興のためには，魚市

場の機能回復が必要不可欠であるため，亘理町は，中小機構の仮設施設整備事業を活用し，事

務所棟を設置して，魚市場機能の早急な機能回復を図ることとなった。そのため，「補助事業で

整備された漁港施設用地の一時利用届」を提出し，水産庁に受理された。 

 

（10）海苔加工施設（荒浜漁港） 

震災により，荒浜漁港の海苔加工施設も甚大な被害を被った。亘理町荒浜地区における海苔

養殖業は，地域全体の水揚げの 40～50％を占める重要な漁業であり，海苔養殖業の早期再開が

漁業復興において極めて重要な課題となっていた。そこで宮城県漁業協同組合では海苔加工施
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設を整備することとなったため，「利用計画変更届（一時利用）」を提出し，水産庁に受理され

た。 

 

（11）加工施設（松岩漁港） 

震災により，松岩漁港では加工施設が被災し加工場機能が喪失した。松岩漁港の主力産業は

ワカメ，コンブの養殖であり，気仙沼市の産業復興の起爆剤として冬の陸揚げまでに加工施設

を再開する必要があった。そのため，「利用計画変更届（一時利用）」を提出し，水産庁に受理

された。 

 

（12）事務所棟（閖上漁港） 

震災により，閖上漁港区域内の各施設も大きな被害を受けた。漁業の復興のためには，魚市

場の機能回復が必要不可欠であるため，名取市は，中小機構の仮設施設整備事業を活用し，事

務所棟を設置し，市場を運営する漁業協同組合等に所業の管理・運営や水産業の復興等に関わ

る事業を行わせ，魚市場機能の早急な機能回復を図ることとなった。そのため，「補助事業で整

備された漁港施設用地の一時利用届」を提出し，水産庁に受理された。 

 

（13）加工施設（波伝谷漁港） 

震災により，波伝谷漁港では加工施設が被災し加工場機能が喪失した。波伝谷漁港の主力産

業はぎんざけ養殖の他にカキやワカメの養殖であるが，特にワカメは冬の陸揚げまでに加工施

設を再開する必要があり，早期に加工場機能を復旧させる必要があった。そのため，「利用計

画変更届（一時利用）」を提出し，水産庁に受理された。 

 

13 ��漁港の�� 

拠点漁港の選定については，各管理者（県・市・町）が６月から 12 月にかけて，漁協等からヒ

アリングを行い，地元調整を図りながら，各地域の拠点となり得る漁港を選定し，早期の漁港整

備・復旧を目指すこととした。 

なお，拠点漁港は，今後，漁港機能や防災機能の強化充実を図り，生産・加工・販売までを行

う６次産業化も目指し整備するものである。 

漁港機能の集約・再編の分類の考え方及び拠点漁港等の整備イメージは次のとおり。

分  類 目  的 整 備 内 容 

①水産業集積拠点漁港 ○５漁港 

気仙沼，石巻，塩釜，女川，

志津川漁港 

○ 水産都市の中核施設であり，魚市場等流通機能や水産加工業

の復興のために，最重要漁港として早急に機能回復を図る。

○ 漁港や魚市場の整備は，冷凍・冷蔵施設や水産加工業など水

産関連産業を含めた一体的なものとして進める 

②機能強化漁港 ○沿岸漁業の生産性や効

率性を高めるため，地域の

拠点漁港を選定し集中的

に整備する。 

○ 原則として県営漁港とし，さらに市町営漁港の一部について

拠点機能等を有する漁港として再整備する。 

○ 漁港集落全体のあり方を踏まえ，背後地の利用等も含めた新

たな計画を策定し整備を進める。 

③地区漁港 ○漁港を安全に利用でき

るよう必要な施設の災害

復旧工事等を行う。 

○ 被害を受けた施設について，安全に利用できるよう流入した

災害廃棄物等の撤去や防波堤・物揚場及び臨港道路等を必要

最小限で復旧する。 

なお，原則として新たな整備は行わない。 
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  図 拠点漁港等の整備イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

沿岸拠点漁港の整備イメージ 

地区漁港の整備イメージ 

集約・再編前 

集約・再編後 

■沿岸拠点漁港 

・沿岸漁港の生産性や効率性を高めるため，

地域の拠点漁港として集中的に整備する。 

・荷揚げクレーン・加工場や流通からの直販

までの６次産業化も見据えた整備を行う。 

■地区漁港 

・漁港を安全に利用できるよう，防波堤・物

揚場・臨港道路等を必要最小限で復旧する。 

・生産拠点は沿岸拠点漁港に集約する。 

復旧後 被災後
臨港道路の損傷 

物揚場の沈下・損傷

防波堤の流出

臨港道路の復旧

処理施設等の

機能損傷 防波堤の復旧 
船揚場・船置場の復旧

護岸修復，転落・土砂

流出防止等，安全確保

のための復旧 
物揚場の嵩上げ， 

係船岸としての 

機能を確保する復旧

荷揚げ等に必要な

クレーンの整備 

集会所（待避所） 

住宅地

直売所

加工場 

冷凍倉庫 

ワカメボイル施設 

流通・倉庫等関連施設 

製氷施設 

防災無線

カキ処理場

津波避難施設（屋上）

荷捌所

荷揚クレーン

カキ処理場 

カキ処理場

ワカメボイル施設 

荷揚クレーン

荷揚クレーン

ワカメボイル施設 

カキ処理場

荷揚クレーン

ワカメボイル施設
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�� ��被害��の�����水産業��� 

 

�����������
（水産���）

宮城県 農林水産部
水産�����水産������

平成２４年３月

宮城県

東北���平�沖�������

平成２３年３月１１日 １７：００ 仙台管区気象台発表より
①

観測点震度

震央

���日時
平成23年３月11日（金）

午後２時46分ごろ

�����
三陸沖（北緯38.0度，東経142.9度
牡鹿半島東南東約130km付近）

������
約24km

���
マグニチュード9.0

����度
７（栗原市）
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水産業振興課・水産業基盤整備課

平成２４年３月

宮城県



第６章 水産業被害への対応 

 

- 184 - 
 

 

津波の発���

○津波の��

・石巻市鮎川 ７．７ｍ

・仙台港 ７．２ｍ

（平成23年４月５日仙台管区気象台発表）

※最大で内陸５ｋｍまで津波が到達

※県土の４．５％に当たる３２７平

方キロメートルが浸水

写真：南三陸町HP，県HPより

②

水産関�被害額の��（��による��）

��水産関�被害額�１�２，�４６億円
��津波被害額�１�２，５５２億円

被災�

女 川 漁 港

被災�

○水産業関連被害額 ６，７５８億円（�����）

①漁港の損壊 ４，３３�億円

県内１４２漁港
全て被災

津波により
漁港全体が水没

④
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� 漁船�の被� １�１２���

漁船の�����������1�,��3隻�

�２����の漁船�1�,��5隻�の�������被����１��２２��

�２���上の漁船�1�隻�の����被����１����

��隻数

被�隻数
����

89%

����
11%

ジーゼル船

漁船登録
隻数

13,554隻

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

⑤

��産��の被� ３３２���養殖施設の被� ２�２��

ノリ�ワカメ�カキ�ホタテ�ホヤ�ギンザケ�の被����３３２��

ノリ
全国第６位の生産量

マガキ
全国第２位の生産量

ギンザケ
全国第１位の生産量

ワカメ
全国第２位の生産量

マボヤ
全国第１位の生産量

ホタテガイ
全国第３位の生産量

0

20, 000

40, 000

60, 000

80, 000

100,000

120,000

140,000

160,000

北海道(１位 ） 宮城県 (２位 ) 広島県(３位 ) 佐賀県(４位 ) 愛媛県 (５位 )

�� 魚�海������

魚類 ホタテガイ マ ガキ コンブ ワカメ ノリ その他

トン

147, 602

134,592

111, 105

80,664 75, 479

��全��被����た

養殖施設の������被����２�２��

被災前の養殖漁場 被災後の養殖漁場 陸上に打ち上げられ
たカキ養殖施設

カキ養殖� カキ養殖��全���

⑥
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共同利用施設（カキ�理場，荷��所 等）

流通加工施設（魚市場荷��施設，�����施設等）

�水���施設（��２�所）の被害 ��２��

浸水する塩釜市魚市場 被害を受けた石巻市魚市場

南三陸町歌津ワカメ集荷場

被災前

被災後

県漁協亘理支所市場県漁協志津川支所施設

⑦

水����被害の�� �2��2�2���

水 � 施 設
・共同利用施設，流通加工施設等の損壊等。被害額は���２��。

漁 港 施 設
・漁港施設，海岸保全施設等の損壊等。被害額は��，�����。

漁 船 等
・２０ｔ未満の漁船（12,005隻）の大破，滅失等。被害額は��，０２２��。

・２０ｔ以上の漁船（18隻）の大破等。被害額は��０���。

養 殖 施 設
・養殖施設の損壊，滅失。被害額は�２�２��。

水 � � 等
・ノリ，ワカメ，カキ，ホタテ，ホヤ，ギンザケ等の流失等。

被害額は���２��。

漁�用資材
・定置網，養殖用資機材（乾燥機等）の損壊，滅失。被害額は������。

⑧
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県の対応状況

�緊急対応�

○漁港の航路確保
・主要５漁港で航路を緊急確保

※気仙沼、志津川、石巻、女川、塩釜

○漁港の航路・�地のガレキ撤去
・県管理２７漁港のガレキ撤去については３月１９日に着手し，７月１１日までに

完了。市町管理漁港についても，１２月末までに完了。
・区画漁業権内の漁場については，５月から早期に養殖が開始されるワカメや

カキ漁場を優先して行い，２月末までに一通り終了。

○冷凍水産物処理
・気仙沼、石巻、女川の冷凍冷蔵庫内保管の水産物

の海洋投入を４月１７日から開始７月１日までに、
７．２万㌧（内５．３万㌧を海洋投入）を処理。

○漁業・養殖業の�業��
・海区漁業調整委員会にて発動（４月１５日～５月31日まで）

志津川漁港 気仙沼漁港

バージ船への水産物積込

⑨

��県水産業復��ラン（Ｈ２３．１０）の策定

「��県震災復��画（��3�1�）」に�ける水産業分�の個��画として、本県水産業の
復旧・復�のために展開す�き施策の方�性を�すもの。

�復�の��ン�
�水産業の早期再開に�けた取組

ガレキ撤去、漁船漁具の確保、養殖施設の確保等

�水産業集積拠点・漁業拠点の集�再�

拠点となる漁港を選定し、漁港機能の棲み分けを推進す
る。

�新しい経営形�の�入

経営体モデルの検討、協業化・法人化の推進に加え

後継者対策等を進め、成長産業への転換を図る。

���力と�力ある水産業の形成

漁業を中心とした 産業の集積・高度化、ブランド化、

産官学の連携強化

�安全・安心な生産・��体�の整備

放射性物質の影響対応、検査結果の公表に努める。

鮮度保持、衛生管理の高度化を図る。

�基本的な考え方
早期に復旧を遂げ、震災前以上に発展す

ることができるよう、単なる「原形復旧」
ではなく「新たな水産業の創造」として、

新たな考え方や取組を積極的に取り入れ、
復旧の担い手である個人・民間事業者・地

方自治体などが総力を結集し、本県水産業
を抜本的に再構築する。

��画期間
○「復旧期」（Ｈ２３～Ｈ２５）

被災者支援を中心に、生活支援や生産基盤、
経営基盤の復旧を図る。

○「再生期」（Ｈ２６～Ｈ２９）
水産業集積拠点や漁港整備の本格化、経営の
安定化・効率化を図る。

○「発展期」（Ｈ３０～Ｈ３２）
水産都市・漁港区域全体の活性化を図る。

⑩
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漁港の復旧状況（３月２１日現�）

港内のガレキ撤去工事

・県管理漁港２７漁港が，７月１１日までに工

事完了

・市町管理漁港１１５漁港が，１２月末までに

工事完了

・県管理漁港２６漁港が工事完了。

（１漁港が現状で利用可能）

・市町管理漁港７８漁港が工事完了。
（３７漁港が現状で利用可能）

応急仮工事

本格的な復旧予定について

本格的な復旧工事は、漁業者等水産関係者と協議を行い、優先順位を決めて着手する予定であり、
機能強化漁港は平成２５年度、地区漁港は平成２７年度までの完了を目指している。

施工前 施工後

地盤沈下による
冠水

桟橋の嵩上げ

桟橋の嵩上げ
（－6ｍ桟橋）

漁港内のがれき等の撤去

⑪

災害復旧費
管理者別 件数 決定額 H23予算額 H24予算額
県 　営 613件 1,490億円　 537億円　 675億円　
市町営 826件 1,035億円　 44億円　 181億円　

合   計 1,439件 2,525億円　 581億円　 856億円　

※
※ ��市町�������対�

�������

71,561

22,484

31,517

14,913

30,097

9,583 9,659 12,240
5,952 7,709

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

大中まき網 沖合底曳網 近海かつお一本釣り 近海まぐろ延縄 大型定置網

平成２２年度

平成２３年度

漁船漁業の復旧状況（２月末現�）

・沖合・遠洋漁船は、震災により
ほとんど被災しておらず、震災
後も操業は行われている。

・魚市場や冷凍冷蔵施設が被災し
た影響で，水揚港の変更や水揚

の制限を余儀なくされている。

・７月から８月にかけ，操業を再開したが、９月頃までは
20～30隻程度の操業に留まっていた。

・その後は漁船・漁具の調達も進み、秋サケ刺網は117隻

（例年の60％）、マダラ刺網は170隻（例年の70％）
が操業した。

沖 合 ・ 遠 洋 漁 業

沿 岸 漁 業漁船の復旧状況

定 置 網

・１月までに，大型定置網13ヶ統（復旧率30％）

・小型定置網50ヶ統が操業を再開。

・定置網によるサケの水揚げは対前年比75％となっている。

漁業種類別水揚状況（主要４漁港）

※震災前に稼働していた漁船は，10,000隻と
推定した場合

復旧率 約４５％

（ｔ）

13.4%
(対22年度） 43 .0% 38.8%

39.9%
25.6%

⑫

約4,500隻

約2,400隻

約3,100隻 ２月末までに復旧
済み

平成２４年度中に

復旧見込み

平成２５年度以降

に復旧見込み
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307,811

69,772

0

100,000

200,000

300,000

400,000

累計生産量（千枚）

平成22年

平成23年

8. 25

10.99

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

平均単価（円/枚）

平成22年

平成23年

3,034

2 67

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

累積生産量（ｔ）

13,724
12,231

0
2,000
4,000
6,000
8,000
10,000
12,000
14,000
16,000
18,000

平均単価（円/10kg）

平成22年

平成23年

養殖�の復旧��（２月末��）

2月末で267㌧、3億2,700万円の生産。
漁期全体では、例年の１割程度の５００
㌧（剥き身）の生産見込み。

ノ リカ キ

ワ カ メ
ホ ヤ

ホ タ テ ガ イ

ギンザケ

2月末で７千万枚、７億７千万円の
生産。
漁期全体では、例年の１～２割程度
の１億枚強の生産見込み。

生産者個人の養殖施設の災害査定は１月２７日に終了。
共同利用施設復旧は、国の補正予算を活用し、約５００件の修繕・整備が行われている。

１２月から収穫開始。初入札は2月28日。
漁期全体では、例年の７割程度の１万１千㌧の
生産見込み。

半成貝搬入は１月上旬に終了。例年の
6割程度。
早いものは４～５月から出荷見込み。

１２月上旬で種苗の搬入は終了。
４月から水揚げ予定、例年の６割程度
の１万㌧前後の生産見込み。

１２月中～下旬に天然採苗用のコレク
ターを投入。平成２６年の春から夏に
かけて出荷予定。

89.1%
22.7%

(対22年度）

8.8%
(対22年度）

133.2%

生産期 ： ９月～翌５月 生産期 ： １１月～翌５月 生産期 ： 周 年

生産期 ： １月～翌６月

生産期 ： ３月～８月

生産期 ： ３月～８月

⑬

���

（6月２３日�開）

� �

（７月１日�開�）

� �

（４月４日�開）

� �

（７月１２日�開）

140%20% 40% 60% 80% 100% 120%

２０千㌧（１４８％）

９２億円（１０９％）

20% 40% 60% 80% 100% 120% 140%

１９千㌧（１７％）

２９億円（１８％）

140%20% 40% 60% 80% 100% 120%

２０千㌧（３４％）

１５億円（１９％）

20% 40% 60% 80% 100% 120% 140%

２７千㌧（２８％）

７９億円（３９％）

10月までに ８％

４月に３０％まで
回復予定

10月までに

２０％回復

10月までに８％
４月に４０％まで

回復予定

10月までに
１００％回復

水

揚
合

計

140%20% 40% 60% 80% 100% 120%

８５千㌧（３１％）

２１５億円（４１％）

23年10月末

2�年�月予定

2�年�月��

����

回復割合

２０％

４０％

���・水産��の復旧��（１２月末��）

⑭
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